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経済のグローバル化と貿易の垂直構造

石 田 修

1．はじめに

　本論の課題は、実物経済レベルから見た経済

のグローバル化の特徴を示す貿易の「垂直構

造」と、その拡大と深化を意味する貿易の「垂

直化」という現象を明確にすることである。市

場メカニズムを浸透させている経済のグローバ

ル化の骨力は、市場システム（制度様式、企業

組織など）を三二化させていく作用をもつとと

もに、当該システムの個々の要素に異なる役割

を付加するという作用を引き起こす。貿易の垂

直化とは、グローバル化の諸力が市場メカニズ

ムを貫徹させるなかで、同時に、部分的に相互

補完関係にある異なる生産工程に特化した国民

経済（あるいは経済地域）の重層的構造を拡大・

深化させることである。

　「垂直構造」とは、伝統的な貿易構造である産

業間特化ではなく、産業内特化や工程間特化と

いう貿易構造を意味する。そして4つの視点か

ら分析される。第1に、財の視点からは、完成

財に至る一連の生産工程の国際的分散であり、

第2に、企業の視点からは、「内部化による垂

直貿易」と「外部化による垂直貿易」という形

態をとり、第3に、産業の視点からは、同一行

程に属する財の双方向の貿易を集計すれば「垂

直的産業内貿易」がみられ、第4に、国民経済

の視点からは国際分業構造は重層的である、と

いう4つの点から整理される。

　本論の「垂直化」という用語は、「内部化二

垂直化」という組織論の視点とは異なる。それ

は、資本財・素材・部品・消費財などの用途別

財分類の視点に基づく分析である。具体的指標

として、部品貿易の拡大と部品貿易の垂直的双

方向貿易の拡大に注目することから確認され

る。そして、一つの完成財がたどる過程全体を

対象とし、その多段階の垂直的プロセスが国際

的に分散・拡大し、重層的国際分業が形成・深

化していることを「垂直化」と呼ぶ。

　また、貿易の垂直構造は60年代から注目され

ているが、現在にいたるまで企業関係・産業内

貿易構造・国際分業関係の変化を伴いながら進

んでいる。つまり、工程間分業という形態は同

じでも、そのプロセスには大きな変化があると

考える。そこで、本論では、1980年代前半まで

の企業組織の支配的形態であった集中配置化、

内部化、垂直統合化と1990年代から見られる分

断化（fragmentation）、外部化、脱垂直化（de－

verticalization）という変化に対応させて貿

易の垂直化を考察する。

　本論は次のような構成をとっている。第1

に、貿易の構i造を、財分類の視点、企業単位の

視点、産業単位の視点、そして、国民経済単位

の視点から明確にする。第2に、貿易の垂直構

造を促進する、組織・技術的要因と制度的要因
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を確認する。そして、最後に、貿易の垂直構造

に付随する留意事項と理論的課題を提示し、本

論のむすびとする。

2．貿易の垂直化

（D　貿易構造の変化

　19世紀の典型的な貿易は、産業間気化による

貿易であった。たとえば、農業と工業という農

工問分業や、製造業における軽工業と重工業の

分業が典型的である。そして、この産業問の二

化構造は、経済の発展段階の異なる国民経済の

貿易と対応させて考察されていた。続いて、欧

州経済共同体（EEC）の経済統合の効果を分析

するなかから、同種の産業に分類される商品間

の貿易の重要性が明らかとなった。これは、従

来の伝統的貿易論が想定していた異種産業間の

貿易特化とは異なり、同じ産業に属する生産物

が二国間で貿易される産業内特化である。産業

内出域を行う国民経済の経済発展水準をみる

と、：Linder（1961）が述べているように、同一

の所得水準にある国民経済間の貿易の拡大の可

能性が高く、産業内での双方向貿易は2国間の

経済発展段階の同質性と消費者の選好の多様性

と関連させられた。

　近年、貿易データの整備から貿易二化構造の

詳細な変化が観察される。つまり、①中間投入

財（とりわけ部品〉貿易の拡大による部品・素

材・資本財製造部門と製品組立部門などのよう

な生産工程間の特化、そして②部品などの中問

投入財の双方向貿易の拡大のように中間需要段

階での双方向貿易をもたらす産業内（正確には

同一品目内）特化である。

　以下では、貿易構造を分析する視点を財の生

産工程、そして、企業、産業、国民経済という
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　　経済単位から整理し、工程間聾唖と産業内特化

　　（商品品目単位では双方向特化）が近年の経済

　　のグローバル化の特徴であることを主張する。

　　特に近年の実物経済レベルでの経済のグローバ

　　ル化の特徴は、従来からみられる企業行動（内

　　二化）による生産システムの垂直的統合ととも

　　に、脱垂直的企業行動（外注化）による生産シス

　　テムの統合という90年代の動向により貿易の重

　　層的構造が促進されているという特徴をみる。

（2）経済単位からみた貿易構造

　経済分析の基本単位として、国民経済と企業

という経済単位が考えられる。前者はマクロの

単位、後者はミクロの単位である。そして、中

間に位置する単位が産業で、一定の特性の商品

を生産する企業集団である。国際貿易は、図1

のように、この3つの経済単位を基準にして分

類される。

　まず、国民経済や企業とは、内部の資源を効

率的に配分する経済単位である。貿易とは、異

なる国民経済で生産された商品取引であり（国

際収支の定義では異なる居住者の間での取引）、

それが純粋な国内企業により行われる場合と、

多国籍企業により行われる場合に分けることが

できる。特に異なる国民経済間であり同一の多

国籍企業内部で行われる貿易は、企業内貿易と

呼ぶ。UNCTAD（1995）の推計によれば、世界

の財・サービス貿易の3分の1は多国籍企業に

よる力業内貿易であり、さらに、世界貿易の3

分の1は多国籍企業による非子会社への貿易で

あるといわれる1）。したがって、18世紀以来の

伝統的な貿易形態として考えられていた純粋国

1）WTO（1996）の第4章「貿易と直接投資」にも述
べられている。
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図1　3つの経済単位と貿易の形

A。産業間貿易 B．産業内貿易
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注）　図では四角の枠は国民経済、楕円の枠は企業で、○△は産業を意味する。

内企業が営む貿易は、世界貿易の3分の1でし

かない。企業内貿易が確認できるBureau　of

Economic　Analysis（2003）のデータでは、企

業内貿易の推移は比較的安定しており、1990年

から2000年の平均で、財・サービスの総輸出に

しめる企業内貿易は輸出が31．0％（うち米国多

国籍企業による企業内貿易は22。9％）、輸入は

36．6％（同14．7％）である。さらに、日本にお

いても貿易における多国籍企業の果たす役割の

大きさが確認できる。経済産業省（2002）によ

れば、日本の総輸出額の占める企業内貿易の割

合は1990年度では14．5％であったものが、2000

年度には28．5％、総輸入出額の占める割合は同

じ年度で比べると4．2％から14．8％へと上昇し

ている。

　次に、産業の境界を基準に貿易が分類され

る。産業とは、形態的にみれば一定の特性の商

品を生産する企業集団という経済単位である2）。

ひとたび産業という経済単位が定義されれば、

産業の内部と外部の境界を基準に、産業間貿易

と産業内貿易とに区別される。同じ産業に属す

る生産物が二国間で貿易される場合が産業内貿

2）形態的にみればという意味は、産業という単位が、

企業が特定の商品の販売において競争する集団であ
るということである。たとえば、独占とは、集団に

属する企業の構成数が1という特別な場合であり、

参加者が1以上のときに何らかの形の競争が行われ
　る。

易であり、これを導く特化を産業内特化と呼

ぶ3）。とりわけ、化学、機械、輸送機、電機と

いう製造業でその比率が高い。OECD諸国（29

力国）のデータで確認すると、1996年から2000

年の時点で製造業での産業内貿易の割合が70％

を超えている国が12力国、60％以上の国が7雪

国、50％以上が3力国である。また、1988年か

ら2000年までOECD諸国（29力国）の製品貿易

に占める産業内貿易の比率は平均して3．8ポイ

ント増加している4）。さらに、貿易の成長にお

ける産業内貿易が貢献した割合は、1996年から

2000年の問で、東アジアにおいて75％にも達し

ている（IM：F：2002a）。

（3）商品分類からみた貿易構造

　伝統的な財貿易の分類として、農産物（一次

産品）貿易と工業製品貿易という区分がある。

一般的な商品特性は、①前者は自然条件に左右

され、後者は生産の条件に左右される、②前者

3）産業内貿易が注目され、貿易分析のなかで市
　民権を得るようになったのは、欧州経済共同体
　（EEC）の経済統合の効果を分析した先駆的研究
　成果によってである。Verdoon（1960），Balassa
　（1963，1966），Grube1（1967）などの欧州経済統合の

諸研究が発表され、同種産業に分類される商品間の
貿易の重要性が明らかとなった。そのため、産業内

貿易のより詳細な実証的研究手法の開発と理論モデ
　ルの構築が進められることとなった。

4）OECD（2002）ではSITC　Rev．3の2桁データを用い

　ている。変化の傾向をみるという目的では2桁デー
　タに基づくことも許されるであろう。
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の付加価値生産額は小さく、後者の付加価値生

産額は大きい、③前者は需要の所得弾力性が低

く、後者は高いというものである。近年では農

産物貿易は支配的な形態といえない5）。たとえ

ば、WTOのデータによれば、1950年の世界貿易

のうち47％が農産物輸出であったが、2000年に

は9％まで低下している。それに対して、製品

貿易は、同じ50年間に、全体の38％から74．9％

に拡大している6）。

　製品貿易に注目しよう。製品貿易の分類に

は、従来型の産業分類とともに、用途別財分類

として消費財、中間財（部品を含む）、資本財

という経済活動の需要段階に応じた区別があ

る。貿易統計の分類基準である国際統一商品分

類HS（Harmonized　System）6桁データを用

いたBEC（Broad　Economic　Categories）分類

による用途別財輸出について、1996年から2000

年の累計の割合を見たものが表1である7）。こ

こから分るように、世界貿易では部品や資本財

の割合が高い。このなかで注目されるのが、部

品を含む中間投入財貿易の割合の高さである。

5）一時産品のなかでも輸出を拡大させている品目が
あるとともに、途上国が輸出を拡大させているもの

がある。UNCTAD（2002）では一時産品における輸
出成長の高い商品の分析が行われている。

6）WTOのInterna七ional　Trade　Sta七isticsより。

7）United　Nations（1989による。なお、　BEC分類はSITC

コードをもとにHS96コードによる再分類が行われて

いる。本書では、1988年からのデータを分析するため

に、HS96をHS88に調整している。また、　BEC分類の

他に、日本の分類基準として、HSコードに基づいた
　「商品特殊分類基準」（日本関税協会（1996）『貿易概

況1号付録品目分類基準表』）がある。SITCでは
一桁分類で概略的な構造を分析し、桁数を多くする

ことで次第に詳細な分析へと進むことができるが、

HS分類ではこうした分析が困難と考える研究者も
いる。しかし、用途別分類が細かい分類に集中的に
現れることを考慮すれば、貿易構造を正確に抽出す
るには、基本項目総数が豊富なHS（88年版5019，96
年版で5，114）の方がSITC（第3版で3，121）よりも

適しているであろう（ただし、SITC統計では143各国

の貿易データが利用できるが、HS統計では137各国
と少ない）。

表1　世界の用途二三輸出の構成（1996－2000，％）

中間投入財 33．7

加工素材

舶i
舶i（輸送機は除く）

A送機部品

15．3

P8．4

P2．0

U．4

資本財 18．2

資本財（輸送機は除く）

Y業用輸送機

14．9

R．3

消費財 17．1

乗用車

ﾏ久消費財

?耐久消費財

�ﾏ久消費財

5．2

Q．4

T．5

R．9

注）PC－TASより、HS　6桁分類から世界各国の用途別貿

　易品目をすべて集計したものである。また、データの
　作成に関しては以下のような留意点がある。①食料・飲

　料、燃料、原料は掲載していない。②加工素材は且S分
　類で28，29，39，50－63，72一のなかからBEC分類を取り出

　し、肥料、製油、木材、石などは除外している。した

　がって、本来のBEC分類とは異なる。③PC－TASにはシ

　ンガポールのインドネシア貿易は計上されていないた

　め、インドネシアのシンガポールからの輸入額をシン

　ガポールのインドネシアへの輸出額として計算した。
④台湾のデータも同様に、各国に台湾からの輸入額を

　台湾の輸出額として計算している。⑤ITCはPC－TAS
　のデータ編集にあたり、ある国の貿易取引が5万ドル
　未満の場合には、その貿易を掲載しないというルール
　を採用していため、多少の誤差がある（PC・ASのデータ

　に関してこの統計上の問題は記載しないが、以下同じ
　ような留意が必要である）。

出所）Intemational　Trade　Centre　PC－TASより作成

（4）生産工程の国際的分散

　財を単位とした視点で、一つの完成財がたど

る生産工程の国際的分散を特徴づける垂直貿易

を検討したい。これは、用途別に分類された商

品のうちの中間投入財（部品を含む）貿易の拡

大から観察される。たとえば、日本の貿易には

資本財・中間投入財の貿易があり、また、最終

消費財の貿易がある。そのなかで、日本で製造

された資本財・中間投入財が特定の国に輸入さ

れ、それを用いて最終消費財がその国で生産さ

れ日本や第三国へ輸出（あるいは現地で消費）

されることが考えられる。このような、資本

財・中間投入財の貿易を経て最終消費財の貿易

へと行き着くプロセスが垂直貿易とよばれる。
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そして、生産工程の国際的分散化のなかでも、

とりわけ大量生産かつ利潤マージンが低いとさ

れる加工・組立部門へ特化するのが途上国の特

徴であると考えられる。

　生産工程の国際的分散による貿易の拡大傾向は、

海外組立（OA：of慮shore　assembly）、国際下請生

産（IS：international　subcontracting）、海外組

立条項（OAP：of£shore　assembly　provision）に

よる貿易、生産シェアリング（PSP：production

sharing　provision）による貿易、アウトワード・

プロセシング貿易（OPT：outward　processing

trade）、垂直的特化、生産フラグメンテーション

（production　fragmentatio11）、クロスボーダー

生産ネットワーク（cross－border　production　net－

work）など多様な名称で呼ばれる。そのなか

で、「垂直的黒化」とは、完成財を生産・輸出

（あるいは国内消費）するために中間投入財を

輸入する国民経済の経済活動を示すものであ

り、特に東アジア諸国、メキシコ、およびCEC

諸国の生産活動がこれに該当する。垂直的野卑

は、OAP、　PSPやOPTのような関税政策措置や

多国籍企業の活動に規定された生産構造の特徴

を示す概念である。PS（生産シェアリング）と

は、もともとOAP輸入のなかでアメリカの関税

条項806／807と呼ばれ8）、その後HSコードに

対応させたHSS　9802と呼ばれる条項が適応さ

れた貿易をいう。これは、中間投入財を含んだ

アメリカと相手国という2国間の貿易を促進す

るための関税政策であり、垂直貿易の一つの特

殊形態である。同様な形態として、EUでは

OPT（Outward　Processing　Trade）関税条項が

92年に整備され、EUと特にCEC（チェコ、ハ

ンガリー、ポーランド）との間の分業関係の促

進策がおこなわれている9）。そして、垂直貿易

はクロスボーダー・ネットワークや生産フラグ

メンテーションといわれるように複数国にまた

がる生産工程を結びつける貿易関係を示したも

ので、OA、　PS、　OPTより広義の概念である。

要約すれば、垂直的特化は生産構造の概念であ

り、それを含んだ二国間の垂直貿易がOA，　PS，

OPTである。さらに多数の垂直的に特化した

国民経済にまたがる生産工程の分散と最終財の

輸出を含んだ貿易が垂直貿易である。

　このような垂直貿易の拡大を貿易の垂直化と

定義する。そして、部品貿易の拡大が貿易の垂

直化の一つの指標になるであろう。表2は

World　Bank（2003）による部品：貿易の長期デー

タを示したものである。この表から分かるよう

に、製品輸出貿易に占める部品の割合は、1981

年から1990年の平均では13．2％であったが、

1991年前ら2000年の！0年間では18．5％に上昇し

ている。同時に、製品貿易のなかの部品貿易の

比重が大きくなっている傾向が分かる。また、

表3は、長期データではないが0：ECDのITCS

データにより1992年から1999年までの用途別財

貿易の成長率を計算したものである。データは

27樹影のHS　6桁データを用途別に集計したも

のである。ここから確認できることは、輸送機

の部品貿易の成長率は意外と低く、一学部品の

成長率が際だっているとともに、製品貿易にお

ける一般部品貿易の割合も大きい。くわえて、

8）正確には関税条項806．30と807．00と呼ばれるもの

で、後に生産シェアリング条項（PSP：Produc七ion　　　9）1988年から1996年までの繊維と衣類に関するOPT
Sharing　Provisions）9802．00．60，9802．008、9802．009　　　　の動向は、Baldone，　Sdogati　and　Tajoli（2001）で

　と呼ばれる。たとえば、US　Tariff　Commission　　　　分析されている。具体的には本論「3（3）b貿易障
　（1970）、Uni七ed　States　In七ernational　Trade　Com一　　　　壁」を参照のこと。

mission（1999）を参照のこと。
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資本財も成長率、構戒割合とも高いことが特徴

であるlo）。ここから、貿易の垂直化の指標とし

ての部品貿易の拡大を確認できるであろう。ま

た、国別の部品貿易（自動車部品を含む）の状

況を確認したのが表4である。表4では表3の

27力国に韓国とチェコを加えた29力国のもの

10）資本財貿易による体化された技術の移転、企業特
　殊の無形生産ノウハウの海外移転、現地多国籍企業

　子会社による技術・ノウハウのデモンストレーショ

　ン効果により、垂直化は促進されると考える。さら

　に、多国籍企業の部品調達コスト、最終財製造コス

　トという原価企画にそった国際分業の形成が産業内
　貿易の垂直化を促進しているといえる。

で、部品輸出・輸入の製品貿易における割合が

高い国の順に並べている。ここから、①部品貿

易の割合が高い国と非常に低い国が存在し、部

品貿易の割合の高い国は貿易の垂直化の進展を

示していること、②各国別でも、デンマークを

除いて、部品貿易は製品貿易全体の成長率より

高いこと、③アジアでは台湾・韓国・香港・中

国、アメリカではメキシコ、ヨーロッパではア

イルランド・ハンガリー・チェコ、において部

品輸出入の成長率と割合が高く、貿易の垂直化

の地域構造を読み取ることができること、が確

認できる。

表2　部品貿易の長期動向（％）

1981－1990 1990肖2000

製品輸出に占める部品輸出の割合 13．2 18．5

部品輸出（年平均成長率） 12．1 9．6

製品輸出（年平均成長率） 10．6 7．2

出所）World　Bank（2003）

表3　用途別貿易構成と年平均成長率（％）

構成

i2000）

　成長率

i1992－1999）

製品 100 5．7

中間投入財 38．9 6．1

加工素材

舶i
舶i（輸送機は除く）

A送機部品

18．2

Q0．7

P7．1

R．6

4．1

W．2

X．3

R．9

資本財 24．0 5．9

資本財（輸送機は除く）

Y業用輸送機

20．0

S．0

6．5

R．2

消費財 25．1 5．5

乗用車

ﾏ久消費財

?耐久消費財

�ﾏ久消費財

7．6

R．6

W．0

T．8

6．1

R．2

T．5

R．9

注）1992年から1999年の7年間のデータで平均貿易成長率
　を計算した。27力国のデータで、部品貿易の割合が高い韓

　国は1992年からデータがとれないので除外している。ま

　た、加工素材は表1と同じ定義により求めた。さらに、表

　1は総貿易額に対する構城であり、ここでは製品貿易に対
　する構成であることに注意してほしい。

出所）OECD　1亙TERNA野ONAL㎞DE　by　COMMODITIES
　　8mπSπcs（ITqs）より作成
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表4　部品貿易の国別状況（％、年平均％、1990－2000）

輸出 割合　　成長率 製品成長率 輸入 割合　　成長率 製品成長率

台湾 35．8　　　13．3 5．7 ハンガリー 34．4　　　32，5 16．0

アイルランド 31．0　　　16．1 13．9 メキシコ 31．4　　　309 22．4

韓国 29．8　　　16．1 9．5 カナダ 30．2　　　8．3 7．5

香港 26．6　　　12．2 6．7 アイルランド 29．5　　　12．4 9．4

日本 26．2　　　、7．7 4．5 台湾 26．6　　　13．3 9．2

アメリカ 25．8　　　11．5 8．5 中国 25．4　　　21．7 12．6

ハンガリー 22．6　　23．2 15．3 香港 25．3　　　16．0 6．8

スイス 22．1　　　2．6 2．5 韓国 25．2　　　12．8 5．9

メキシコ 18．7　　　41．3 28．1 スウェーデン 24．5　　　5．8 2．1

スウェーデン 18．4　　　6．1 4．3 イギリス 22．1’　　6．3 4．3

オランダ 18．2　　　7．2 3．8 フィンランド 21．8　　　6．0 1．6

イタリア 18．2　　　4．0 3．3 チェコ 20．7　　23。0 14．4

イギリス 17．7　　　5．9 4．1 ドイツ 19．7　　　6．9 2．8

ドイツ 16．3　　　3．0 2．3 アメリカ 19．7　　　9．9 9．2

チェコ 16．3　　　20．5 12．7 フランス 19．3　　　6．0 2．7

中国 16．0　　22．2 15．6 オランダ 18．9　　　6．1 2．ア

デンマーク 15．9　　　2．9 3．2 スペイン 17．9　　　7．9 5．8

フランス 15．1　　　4．9 3．6 オーストラリア 17．6　　　5．8 5．3

ポーランド 13．2　　　19．6 13．8 デンマーク 15．4　　　4．6 2．9

フィンランド 13．0　　　8．7 4．6 日本 15．0　　　13。7 6．5

スペイン 10．1　　　8．4 7．6 ポーランド 14．9　　　22．7 17．3

カナダ 9．6　　　10．7 8．4 ポルトガル 14．6　　　6．0 4．8

トルコ 9．6　　　17．0 9．6 ノルウェー 14．5　　　3．3 2．1

ギリシャ 8．2　　　16．3 3．0 イタリア 13．5　　　4．2 3．1

ポルトガル 8．0　　　5．9 3．9 トルコ 12．9　　　10．1 10．2

ニュージーランド 5．9　　　7．1 49 スイス 129　　　2．8 1．8

オーストラリア 5．3　　　8．1 5．3 ニュージーランド 12．1　　　4．3 3．2

ノルウェー 3．4　　　6．1 1．1 ギリシャ 10．6　　　4．7 3．8

アイスランド 2．3　　　24．1 7．2 アイスランド 10．2　　　4．9 4．4

注）HS（88）6桁分類の部品品目を集計したものである。部品とはBEC分類の一般部品と輸

　送機部品の合計である。割合とは、2000年時点での製品貿易額に占める部品貿易額の割合

　である。ただし、台湾だけは1999年である。また、成長率は1990年から2000年の間で計算し

　た。しかし、データの問題から、中国、香港、ハンガリー、ポーランドは1992年から2000年、

　チェコと韓国は1994年から2000年、そして台湾は1990年から1999年の問の成長率を計算し

　ている。

出所）OECD加盟RNAπoM血湿）E　bッCo㎜fODIπE88阻πSπc8（ITCS）より作成

（5）「内部化による垂直貿易」と「外部化によ

　る垂直貿易」

　完成財に至る生産工程は、一つの多国籍企業の

組織内部で垂直的に統合される場合は企業内垂直

貿易を形成す為。しかし、近年のグローバル化の

特徴をなす垂直貿易は、多国籍企業は組織内取引

にとらわれずに、様々な生産工程を異なる国の異

なる企業が一部の生産を受け持つ外注システム

（OEM：original　equipment　manufacturing、

ODM：original　design　manufacturing、EMS：

electronic　manufacturing　servicesなど）を通じ

た貿易も拡大している。このように、グローバ

ル化の進展とは、企業の本社が存在する国民経

済以外で資源を効率的に活用するために、垂直

的に統合された企業内貿易や外注化にともなう

業務の外部化による貿易の促進と考えることが

できる（Sturgeon：2000）。したがって、企業

の視点からみると垂直貿易には「内部化による

垂直貿易」と「外部化による垂直貿易」という

二つの形態が存在する。

　図2は元請け企業（ブランド企業）の国を中

心とした垂直貿易を示したものである。この図
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に基づくと、自国での製品開発と中間財・資本

財の生産、相手国での最終財生産、そして販売

業務をすべて同一企業内で行う場合が「内部化

による垂直貿易」を形成し、主に製品開発、中

間財の輸出と販売業務を行い、最終財生産は外

国企業への委託である場合、または、製品開発

とマーケティングのみを行い生産をすべて外部

委託する場合が「外部化による垂直貿易」を形

成する11）。図2では、楕円の部分が自国の企業

である。また、最終財を生産する下請け企業

は、元請けのブランド企業との関係の密接度に

応じて、純粋子会社、OEM企業、　EMS企業、

単なる委託契約企業という形態がある。また、

ブランド企業には研究開発を海外で行う企業も

ある。さらに、ブランド企業でも、生産要素で

ある資本財・中間財を生産・輸出する企業と、

いっさい生産部門を所有していないファブレス

企業がある。

　内部化による垂直貿易を規定する企業行動

を主張したのは、Hymer（1968，1978）である。

彼は、コース（Coase）の定理に依拠し、多国

籍企業の垂直的および水平的統合を示唆し、市

場の不完全性と企業間の不確実性の排除を議

論している。その後に、多国籍企業化の諸要因

の統合理論が多くの論者により提起されてい

る。その一つの成果がDunning（1988，2000）

のOLIアプローチである。つまり、（1）企業特殊

優位要因（Ownership－Specific　Advantage）、（2）

企業立地特殊要因（Location　Specific

Variables）、（3）内部化特殊要因（Internaliza－

tion　Incentive　Advantage）という複合的要因に

第70巻　第4・5合併号

　　より企業行動が決定されるという議論が提起さ

　　れる。このような多国籍企業の行動原理は、多

　　国籍化の一つの方向としての垂直的直接投資を

　　説明し、多国籍企業による企業内垂直貿易を引

　　き起こす組織論的要因の根拠となる12）。

　　　外部化による垂直貿易を形成する企業行動に

　　関しては、Sturgeoll　and　Lee（2001）により、

　　元請け（ブランド企業）と生産を担当する（下

　　請け）サプライヤーの関係が議論されている。

　　彼らは、密接度の高い親会社専属のサプライ

　　ヤー（captive　supPlier）と非常に関係の希薄な

　　商品サプライヤー（commodity　supplier）の中

　　間形態としてターンキー・サプライヤー（turn・

　　key　supplier）を定義する。この中間形態には

　　EMSやOEM・ODMという形態が見られる13）。

　　図2では最終財生産をしている相手国の企業が

　　多様な形態をもつサプライヤーである。OEM

　　の場合は、図面・部品を元請けのブランド企業

　　から供給を受け、特定の製造工程を受託すると

　　いうスタイルから、設計・部品調達を行い知的

　　所有件や製造物責任をもって自社の製品を相手

　　側のブランドで提供するスタイルまでのように

　　幅がある。それに対して、EMSの場合は、製品

　　を作るメーカーに代わって製品の設計・試作、

　　部材調達、製造を請け負うとともに、さらに、

11）企業組織の立場からは、国際間の企業取引として

　一方で市場取引、他方で組織内部取引と呼ばれる
　が、それに対応して貿易取引の立場に立つと、「内部

　化による垂直貿易」と「外部化による垂直貿易」と

　いう二つの形態区分行っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一378一

12）Hanson，　Mataloni　and　Slaughter（2001a）、　Han－

son，　Mataloni　and　Slaugh七er（2001b）は企業内貿易

　に注目し、米国多国籍企業の垂直的直接投資の動向

　の重要性を指摘している。

13）アメリカ系のEMSと台湾系のOEM・ODMでは異
　なる動向を示す。前者は、EU，アメリカ、アジア各

　地域に製造拠点を展開しているのに対し、後者はア

　ジア地域で製造拠点を展開している。請負製品は、

　前者は多様な製品を請け負うのに対して、後者はコ
　ンピュータ関連に特化している（最近は携帯電話な

　ど製品の種類を増やす戦略に出ている）。そして、

　価値連鎖の申で、前者がロジスティクスや保守に付

　加価値戦略を展開しているのに対して、後者は製品

　開発・製品企画へ展開している。
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輸送、補助業務までを一括受託するものであ

る。そのため、EMSの場合には、独自のサプ

ラーヤーを多数抱えているとともに、生産（実

装・組立）よりも世界レベルで大量の中間投入

部材の調達コストの削減効果にその収益の源泉

がある場合が大きい14）。したがって図2でも、

EMSの場合は、第三国からの中間投入財の輸

入も含めて多くのサプライヤーから調達・輸入

する事になる。また、EMS企業は多くの情報

を元請けメーカーと共有し、また、ROEやROA

を高めるという目的でも利害を共有することか

ら戦略的提携関係を密接に保っている。

（6）生産の国際的統合と垂直貿易

　貿易の垂直構造を示すために生産工程の国際

的分散という特徴を強調した。しかし、生産工

程の国際的分散化とは、同時に、企業関係とい

う視点からみれば、国際的な生産工程を統合し

た生産ネットワークの形成を意味する。財生産

の視点としての生産工程の「分散」と企業組織

論の視点としての「統合」は表裏の一体の関係

である。

　企業組織関係からみた統合（integration）と

は、垂直的統合と水平的統合という：二つの形態

に分類される。垂直的統合とは、製品を市場に

供給するために必要な業務や生産工程を内部化

すること（企業活動の範囲の拡張）であり、水

平的統合とは、同一財・同一サービスを提供し

ている複数企業が一体化（市場規模を拡大）す

ることである。情報の流れの視点からみると、

垂直型組織形態では、海外子会社は本社に情報

を集中し意志決定を受け、子会社同士の情報交

換は行わない。それに対して、水平型組織形態

は、意志決定を現地子会社の裁量にゆだね現地

化を進めるもので、情報は本社を情報伝達の媒

介に各子会社と結ばれる。そして、本社との独

立的関係（現地化）が強くなると、部品調達は

現地で行われるとともに、その周辺国との調達

垂直貿易

ブランド企業の本国

研究・開道∴：

図2　生産工程の国際的分散による垂直貿易

相手国

　資本財

中聞投入財

本国での販売

（PS，HS98，0PT）

一躍贈品D

　：1子潜門ン、

穐膿嘗

　現地での販売
（関税、手続等の制約）

第三国 生産の国際的統合と

生産過程の各段階

　　　　　　　　1研究開発

申識｝生産要素の生産
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関係も形成するようになる。さらに、グループ

’企業全体の効率化のために子会社間の情報伝達

が活発化し、資金調達、資財調達、生産計画で

の合理的機能分担を行うようになる。

　それならば生産工程が国際的に分散され、し

かも、異なる企業組織が一つの財の生産工程を

分担する場合にどのような定義が与えられるで

あろうか。たとえばBorrus　and　Zysman（1997）

は、エレクトロニクス産業を対象として生産シ

ステムを類型化する。1つは、企業内ですべて

の生産工程を有する場合は垂直的生産システム

と定義する。80年の日本企業がこのシステムを

体現している。それに対して、デル（DelDブラン

ドのコンピュータでは、販売をもっぱら主業務

とし、研究開発はインテルやマイクロソフト、

部品生産はEMS企業、ロジスティクスの一部

はフェデックス（：FedEx）ように開発・生産・

販売は脱統合（disintegration＞していると考え

る。したがって、企業の脱統合による生産シス

テムはネットワーク型生産システムと定義さ

れ、とりわけ国際的な生産システムの広がりを

　「国をまたがる生産ネットワーク（cめssna－

tional　production　network）」と呼んでいる。

Borrus　and　Zysmanは、二つのシステムの対比

を明確にするため、一方を「統合」・「垂直的統

合」、他方を「脱統合」・「ネットワーク」とい

14）EMSメーカーの大手であるSanmina－SCIの2002
　のAnnual　Repor七には、　EMSが調達および製造管理

　のシステムであること、特に、調達において大量受
　注による価格交渉力の高さによる部品・素材（部材）

　コスト削減効果が大きいことが強調されている。も

　ちろん、調達コストは購入量以外に、設計への早期

　参加、情報力、ロジスティクス等に依存する。現在

　の大規模EMSは大手ブランドメーカーより調達額
　が大きく、そのため、コスト削減効果において競争

　力をもつ。さらには、発注側メーカーとEMS企業が
　部品価格情報を共有し、部品ごとのコスト削減をお
　こなうという情報ネットワークを構築している。

第70巻　第4・5合併号

　　う定義を用いている。そして、80年代の日本企

　　業の競争力の優位性が衰え、90年代のアメリカ

　　企業の競争力基盤が強化されたことを主張し、

　　一方が他方に対して優i位であるという二者択一

　　的見方から、現代の国際経済における支配学生

　　産システムの特徴を明確にしている。

　　　我々の目的は生産システムと関連して貿易の

　　垂直構造の特徴を明確にすることである。その

　　ため、Borrus　and　Zysmanの定義とは異なる生

　　産システムの分類基準を提示する。すなわち、

　　垂直貿易で用いた内部化と外部化という概念に

　　対応させて生産システムを分類すると、内部化

　　に対応した生産システムを「所有関係＝垂直

　　化」による生産システムと定義し、外部化に対

　　して「調整関係＝脱垂直化」による生産システ

　　ムと定義し、どちらの生産システムも国際的に

　　分散するなかで一連の生産工程が「統合」され

　　ていると考える。たとえば、自動車産業やハイ

　　テク家電産業などはどちらかといえば前者の生

　　産システムをもち、それに対応して「内部化に

　　よる貿易の垂直化」が支配下であり、パソコン

　　産業などは後者の生産システムに対応して「外

　　部化による貿易の垂直化」が支配的である、と

　　いう類型化ができる。

　　　さらに、統合された生産システムを担う複数

　　の工程に携わる階層には垂直的な企業関係が重

　　層的に存在する。たとえば、「調整関係による

　　統合」を鳥附すると、貿易の垂直構造はEMSと

サプライヤーの関係のなかで現れる。たとえ

ば、EMSの代表であるソレクトロン社は電子

基板に部品を装着する高密度実装の請負を中核

事業として製造ラインの設計、部品調達、そし

て保守サービスを行っており、半導体の部品製

造部門は全く手がけていない。そして、EMS

と部品サプライヤーとの関係は、所有による垂
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直的統合という形態をとることなく濠製品仕

様、生産計画、部品発注能力で実質的な支配を

しているとみることができる。また、部品サプ

ライヤーの問では、EMSとの契約関係を維持

するため、モジュール化された汎用部品の価格

や納期を巡り激しい競争が行われている。この

階層での部品貿易は、価格競争が支配的な「外

部化による垂直貿易」と見なすことができる。

　現実には企業、産業などの相違により生産工

程の統合は異なる。また日本では製造部門がコ

ア・コンビタンスであるという企業が支配的で

あるのに対して、欧米企業では、製造部門以外

にコア・コンビタンスを見いだし製造部門の外

注化への依存度を高めているというように国民

経済間でも異なる。図3は、このような生産の

国際的統合形態の相違に対応した垂直貿易の形

態を、産業別と地域別に見たものである。実

際には、自動車産業でもモジュール化が進展

し、部品調達なども外部化しているのも事実で

あるし、また、日本企業も外部委託を進めてい

る企業も多い。この図はあくまでも傾向を表し

ている。

（7）貿易の垂直化と垂直的双方向貿易

　これまで貿易の垂直構造を2つの視点から分

析した。まず、第1に、財を単位とした視点か

らは、財がたどる一連の生産工程の国際的分散

化であり、第2に、企業の視点からは、完成財

に至る生産工程の統合のなかで、内部化による

垂直貿易と外部化による垂直貿易という形態を

とることであった。さらに、産業単位の視点か

ら分析しよう。つまり、垂直貿易が産業単位で

集計される時に、輸出か輸入の一方の貿易が大

きい場合を一方向貿易、輸出入ともに大きな場

合を双方向貿易と呼び、後者が産業内貿易であ

る。

　統計的に認識できる指標として、部品貿易の

拡大を「生産工程の国際的分散による垂直貿

易」とするならば、「双方向貿易における垂直的

貿易」と定義される貿易指標がある15）。そして、

このような2つの側面からみた指標の変化を

「貿易の垂直化の2側面」と定義する。図4

は、HS貿易統計の6桁の商品品目をもとにし

た「貿易の垂直化」の指標の認識方法を示した

ものである。

図3　隼産工程の国際的統合形態と垂直貿易

内部化による

垂直貿易

産業による相違

内部化による

垂直貿易

地域による相違

鴇

外部化による

垂直貿易

ド　　　　コ　コア

、遭，

外部化による

垂直貿易
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　ここでいう生産工程の国際的分散による垂直

貿易と垂直的双方向（産業内）貿易とは分析対

象が異なることに留意したい。もし用途別財分

類として、たとえば部品生産をする企業の集合

体を部品産業と定義するならば、同一財の個別

取引全体の輸出・輸入という双方向の貿易を対

象として、垂直的貿易と水平的貿易の分類が可

能となる。双方向貿易が垂直的であるとは、商

品の単位価値（一つの品目の貿易額を貿易数量

で割ることにより求める）を基準にした商品分

類と産業という分析単位の組み合わせによる分

類である（図5参照）。単位価値の相違とは、財

商品の品質の相違を示す指標と考えられている

が、同一産業（あるいは同一用途別分類）の双

方向の貿易品目の単位価値が類似したものを水

　　　　　　　　　　　　　　　図4

　　　分析単位と商品品目（HS）分類基準　　　　　　　　　商品分類
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　　平的産業内貿易、異なるものを垂直的産業内貿

　　易と呼ぶ。つまり、生産工程の国際的分散にと

　　もなう垂直貿易は生産工程間国際分業のなかで

　　一つの完成財の流れに沿った貿易であるのに対

　　して、垂直的産業内貿易は同一行程に属する財

　　全体の貿易に焦点を当てると双方向貿易が観察

　　され、それを産業単位に集計すると垂直的産業

　　内貿易という構造であるという「断面」の視点

　　である。

　　　また、産業内垂直貿易と生産の国際的統合に

　　よる垂直貿易には関連がある。「生産工程の国

　　際的分散」という貿易の垂直構造とは、企業に

　　よる生産の国際的統合によって形成された垂直

　　貿易が幾重にも重なったものである。さらに、

　　多数の企業により形成された垂直貿易は重層的

グローバル化の指標としての貿易の垂直化

　　　　　　　　　　　　　2っの「垂直」貿易

r一一一一一一一一一一一一一「　一一一一一一一一一「　r『一一一｝一一一一一一一一一「

従来型産業分類

麟乞商品鱒位価値
@　　　　∵一貿易の重複〉

｝　　繊維・電機・自動　　　など17品目

需要段階の応じた
p途別分類（BEC）

｝．簾犠

生産工程の国際
I分散を見るため

@　の分類 部品

産業用加工素財

消費財

　貿易の垂直化

垂直的産業内貿易：

垂直的貿易の割合

　　の拡大

産業内貿易・双方向貿易

・垂直貿易の拡大

・水平貿易の微増

垂直的双方向貿易：

垂直的貿易の割合

　　の拡大

単位価値の異
　なる財の

双方向貿易の

　拡大

注）HS貿易統計6桁商品品目をもとにした「貿易の垂直化」の指標の認識方法を図示したものである。ただ、

実際には企業単位による貿易の把握は統計上不可能である。そのため、統計的に把握可能なのは産業内貿易

の垂直化であり、そのため、企業の生産工程の国際的統合による垂直貿易は中間財や資本財の貿易動向から
類推するものでしかない。
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図5　一方向貿易と双方向貿易

水平的産業内貿易
　（双方向貿易）

垂直的産業内貿易
　（双方向貿易）

≧　　欝

麟

注）図形の形○△はそれぞれの産業を表している。また、図形の大きさは、単位価値の大きさを表してい

　る。したがて、すべての商品品目は、貿易重複度と単位価値を基準に3つの形態のいずれかに分類され
　る。

な構造を形成している。重層的というのは、た

とえば、ブランド企業からみればEMSメー

カーは下請けであり、そのEMSメーカーには

また下請けの多数のサプライヤーが存在してい

る、というように垂直貿易関係が階層的に集

まって国民経済問の貿易として貿易統計に計上

されることになる。このような多数の垂直貿易

が産業単位で集計される時に、一方向貿易と双

方向貿易として計上されることになる。した

がって、統計的に認識可能な垂直的産業内貿易

（双方向貿易）は、企業間の垂直貿易を集計した

ものである。特にその数量の拡大が貿易の垂直

化の指標である部品貿易をみると（部品貿易の集

計したものを部品産業としてみるならば〉、垂直

的産業内貿易の比重が高いことが確認できる。

15）ここでは産業単位と国民経済単位で集計した貿易

　指標を確認したが、実際には企業単位による貿易の

　把握は統計上不可能である。そのため、企業による

　生産工程の国際的分散化による貿易の垂直化は、企

　業のミクロデータが利用できないので、間接的指標

　で把握される。すなわち、①用途別財分類での部品

　貿易の拡大に加えて、②製品の付加価値生産額に対

　する製品輸出の比率の拡大、③国内の全申問投入に

　対する輸入中間投入の割合の拡大という指標を用い

　ることで確認できる。生産の国際的分散化の指標の
　サーベイは：Feenstra（1998）を参照のこと。

　たとえば、EUの貿易分析をおこなった

Fontag耳e，　Freudenberg　and　Peridy　　（1997）

と：Fontagne　and　Freudenberg（2002）によれ

ば、域内産業貿易は、1987年に垂的貿易が

39．2％、水平的貿易が17．2％であったのが、

1999年には垂直的貿易が43．8％、水平的貿易

17．2％で、垂直的貿易の拡大が顕著であること

が確認されている。また、日本とアメリカの貿

易構造をEU分析と同様な方法で求めてみる

と、日本では、1988年に水平的貿易は3．0％、垂

直的貿易は20．5％、そして2000年には水平的貿

易5．9％、垂直的貿易32．8％になっており、アメ

リカでは、1990年に水平的貿易8．9％、垂直的貿

易23．3％（計測不能な双方向貿易16．0％）から

2000年には水平的貿易9．6％、垂直的貿易33．8％

（計測不能な双方向貿易14．0．％）となり、両国

ともに垂直的貿易の割合が高くなるという傾向

を示している。

　さらに、日本の14力国との自動車部品を除く

一般部品の垂直的双方向貿易は、1988年で

50．1％、2000年には58．5％とかなり高く、同時

に日本の全貿易における部品貿易の比重も1988

年では貿易全体の22．1％が部品貿易であった
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が、2000年には32．1％と増加している（石田：

2003）16）。したがって、少なくとも日本に限っ，

ては、生産工程の分散（企業単位から見れば統

合）による貿易の垂直化の進展が、同時に双方

向貿易の垂直化を促進させており、垂直化の二

つの側面は進展している。

（8）貿易の垂直化の履歴

　貿易の垂直化は、部分的に相互補完関係にあ

る生産プロセスに特化した国民経済（あるいは

経済地域）の組み合わせのである。このような

特徴は、国際経済における断面図（空間構造）

を描き出したものであった。垂直貿易は、すで

に60年代後半から見られ70年代から研究体対象

として注目されていた。しかし、垂直貿易は90

年代になりその構造に変化がみられる。そこ

で、経済のグローバル化の特徴としての貿易の

垂直化の履歴（時間軸の中での空間構造の変化）

を国民分業関係の深化・拡大として確認しておき

たい17）。

　貿易構造を引き起こす主体は企業行動であ

る。そのため、企業の生産の国際的統合の進化

とともに貿易の垂直化の構造は変化している。

また、70年代から今日に至るまで、貿易障壁や

投資障壁の低下、情報・輸送技術・モジュール

化の進展による取引コストの低下など、経済環

境の急速な変化がある。これらの要因は後節で

確認するが、ここでは、「貿易・投資障壁の低

下」・「取引コストの低下」が進展しているとい

う条件のなかで、企業の生産工程の国際的統合

形態の変化と対応させて貿易の垂直構造の変化

を確認しよう。換言すれば、貿易の垂直化の進

展（具体的指標として部品貿易の拡大と垂直的

双方向貿易比率の上昇）を促している構造要因

として、生産工程の国際的統合形態の進化を位

置づけることにする。

　垂直貿易は、1960年代後半から先進国の関税

政策である海外組立条項（OAP：of£shore　as－

sembly　provision）を適応した貿易取引のデー

タから確認できる18）。くわえて、構造分析とし

て「国際下請生産」という概念が提起されてい

る19）。Watanabe（1972）の国際下請生産の分析

では、先進国の企業と途上国の地場企業との関

係に限定した分析をしている。また、Helleiner

（1973）は、企業の生産工程の国際的垂直的統

合に基づく貿易に焦点をあて企業内貿易を観察

している。企業内部の貿易が促進された理由

は、この時代はまだ貿易障壁が高く、また、取

引費用も高いため、内部化が企業行動として最

適だからであった20）。そのため、この時代の支

配下構造は、多国籍企業による子会社との企業

内垂直貿易と考えられる。

　しかし、同時に組立や部品生産という特定の

16）米国では単位価値が計測不能なデータがあるが、
1990年に一般部品の、垂直的双方向貿易35．6％（計測

不能41．6％）、2000年には41．0％（同38．8％）となっ

ている。

17）履歴を持った経済空間という概念については、石
田（1999a，b）を参照のこと。
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18）自国の中間財を使用した外国の製品輸入には中間
　財部分に限り再輸入には関税を免除するという措置
　（つまり輸入国での付加価値にのみ関税をかけると

　いう付加価値関税）により促進された貿易である。

　このような貿易のデータは、アメリカと西ドイツは
　1966年から、オランダは1968年から確認できる。た

　とえば、1972年にはアメリカ、西ドイツは途上国の

　製品輸入の自国の中間財を組み込んだ輸入はそれぞ

　れ22％、10％を占め、また、西ドイツ、オランダの
　東ヨーロッパからの輸入の17％がそれに該当した。

　ただし、産業でみるとオランダと西ドイツは繊維に

　偏り、アメリカは電機製品の比重が大きかった
　（Finger：1975）。

19）たとえば、Watanabe（1972）、Sharpston（1975）、

　Michalet（1980）では、国際下請生産概念の検討が行

　われている。日本では関下稔（1986）の研究がある。

　また、関下（2002）の第12章では、外国籍企業の貿易

　活動が整理されている。
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生産工程への途上国企業の生産特化は子会社ば

かりではなく、地場企業によって行われている

ことも留意する必要がある。合弁あるいは技術

供与による地場企業との貿易関係の形成は、今

日にアジア諸国の成長の原動力となり、また、

貿易の垂直化を促進する要因となっている。し

たがって、60年代後半からすでに貿易の垂直化

には、多国籍企業の親会社と子会社との関係で

見られる「内部化による貿易の垂直化」と先進

国（多国籍）企業と途上国地場企業とに見られ

る「外部化による貿易の垂直化」が併存してい

たと考えられる。二つの形態の併存という姿

は、米国と英国の企業では前者の形態が支配的

で、ヨーロッパ、日本、オーストラリアの企業

は後者の形態をとっているというように、国籍

の違いによる国際下請生産の構造（したがっ

て、それに対応した貿易形態）として現れてい

た（Sharpston：1975）。

　ただし、1980年代前半までの企業形態は、集

中配置化、内部化、垂直化といわれる行動形態

が支配的であり、研究開発、生産、流通・マー

ケッティング等の機能を組織内部に集中させる

ことであった。そして、内部化による垂直貿易

は、当該完成財の販売地の相違による直接投資

形態区分により分類可能である。つまり、①子

会社で生産されたものを本国へ輸入する垂直的

直接投資の場合、②現地で販売する水平的直接

投資の場合、そして③第三国へ販売するプラッ

トホーム型直接投資の場合である。．いずれも、

20）多国籍化ということでは、貿易の垂直化を促進さ

　せる垂直的直接投資という形態よりも、本国と同じ

　機能をもった組織形態を海外に設立するという水平

　的直接投資の形態が注目されていた。これは
　Hymer（1976）により多国籍企業の相互浸透という

　現象を観察されることで注目された。そこでは、市

　場の支配ということがモチベーションとなってい
　る。

本国から中間財、資本財の輸出や技術移転をも

とに現地子会社で製造し、完成財として輸出し

た。

　ところが、80年代後半から、情報通信技術革

新、モジュール化の進展により、エレクトロニク

ス産業を代表例として、共通のインターフェイ

スを多く持つ経済活動における最適戦略が国民

経済を離れ国際経済レベルで現れた。ここでは、

企業組織形態からみるとこれまでとは逆の動き

が現れる。つまり、分断化（fragmentation）、

外部化、脱垂直化（de・verticalization）の動きで

ある。貿易障壁の低下、インターネットを通じ

．て、異なる国での生産物をリアルタイムで調整

することが可能になったため、多国籍企業内部

である子会社で行われた多くの生産工程が外部

へ委託され、その代わりに内部では戦略的に重

要な部門である研究開発や中核生産工程へ投資

を集中させることを可能とした。同時に、脱垂

直化の動きは、委託先のOEMやEMSメーカー

にこれまでにない規模の生産と部品調達網を確

立させることになる。組織横断的にみれば、そ

れぞれ独立に行われる特定の生産工程が一部分

企業に集中され、ブランドメーカーとOEM、

EMSメーカーとの協調的関係を構築させてい

る。さらに、大手EMSやOEMメーカーに部品

を納入する企業集団では、同一の生産工程の階

層に属する企業間の競争が激しくなり、効率化

と価格引き下げの圧力が強められる構造となっ

た。

　このような分断化、外部化、脱垂直化への行

動形態の変化は、貿易構造にどのように反映す

るのであろうか。企業組織の視点からみると、

脱垂直化の進展が企業関係の垂直的構造を階層

化し、そのことが重層的な生産工程内の国際分

業を形成させ、外部化による貿易の垂直化を促
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進ずる。まず先進国では、企業は本国での生産

をより技術優位財（ハイテク中核製品）へ集中

し、特に普及財（ローテク、ミ・ドルテク製品）

は途上国子会社で生産する。さらに、その生産

工程すべてを生産委託する外注化行動をとる。

ブランド企業がますますコア・コンビタンス

（中核的能力・事業）のある部門へ集中化する

なかで、技術優位のある資本財、中間財（素材

や部品）生産に応化することになる。このよう

なプロセスは、同時に、途上国の分業関係を重

層化していく。途上国では、生産工程の一部を

委託されていた時代とはことなり、普及財の生・

産すべてを委託されるようになる。このような

完成財の委託生産を行う企業が台湾メーカーに

代表されるODMメーカーである。また、先進

国のEMS企業による委託生産も途上国への直

接投資により行なわれるようになる（多くは現

地企業の買収による）。生産を委託された

ODM、　OEMメーカー自体は研究・開発やデザ

イン、そして相対的に技術集約・高付加価値部

門を内部化するだけで、中歯財を外部委託し、

完成財を生産するための国際的部品調達の最適

化をはかる。そして、委託生産された完成財

は、途上国から本国へ、あるいは第三国へ輸出

される構造を促進する。したがって、商品の価

値連鎖のなかでの部品、素材、資本財など生産

特化の階層化・棲み分の境界が細分化し、ます

ます、生産工程の国際的分散化を促進すること

になる。このような、生産工程の分散化（産業

内面化）の重層的構造が形成されるなかで、中

間財貿易（特に部品貿易）が拡大し、同時に、

部品貿易の垂直的双方向貿易も拡大するという

外部化による貿易の垂直化が促進される。

　図6は、以上のような貿易の垂直化の時間的

な変化を示したものである。この図では、国民

経済を四角の枠で示し、企業を円で表してい

る。円の大きさは企業の生産規模で、実線の楕

円で囲んだものは子会社の垂直的統合による企

業内貿易、点線の楕円の囲みは子会社または

OEM企業との貿易を示す。片矢印は貿易の方

向を示し、両矢印は国内取引を示す。また、中

間投入財の貿易を対象としているので、途上国

で加工組み立てられた最終財の3つの販売ルー

トとして、本国への輸出、現地販売、第3国へ

の輸出は記入していない。さらに、横軸は時間

の流れを表し、輸送技術・情報通信技術・モ

ジュール化の進展、貿易障壁の低下、投資政策

の変化を示す。そして、縦軸は貿易の垂直化の

広がりを示し、上部が先進国、下部が途上国を

示す。同時に縦軸は、貿易の垂直化の深化と生

産構造の差異化を意味している。このように、

貿易の垂直化とは、発展レベルの異なる国民経

済や経済地域を多く包摂し、内部化による垂直

化と外部化による垂直化の幾重にも重なるプロ

セスである。

（9）貿易の垂直化と生産構造の差異化

　企業組織の脱垂直化の過程により促進された

外部化による貿易の垂直化の拡大は、他方で、

企業の競争力を維持・強化するための中核部門

の選択の明確化を意味し、内部化による貿易の

垂直化を行う商品品目の境界を鮮明にする。ま

た、情報化の進展は、外部化による取引費用を

飛躍的に少なくし、元請け企業が内部化すべき

コア・コンビタンスを鮮明にした。したがっ

て、企業関係の中で優位に立つことができるコ

ア・コンビタンス部分だけ内部化し、同時に、

そのことが支配関係を維持できる能力を強化

し、外部化の動きを加速させているといえる。

あわせて、内部化による貿易の垂直化は、企業
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　　図6　貿易の垂直化の履歴
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の競争力を維持するための貿易という傾向を強

めていると考えられる。さらに、極端な場合

は、IBMのように製造業であった企業が研究開

発やサービスに特化し、製造部門を完全に外注

化するまでになり、内部化による垂直貿易は、

外部化による垂直貿易に完全に代替されること

もある。逆に、台湾企業にみられる生産を担当

する企業は、デザインを手がける事業形態であ

るODMに移行はできても、自社ブランドで

マーケティングまで手がけることを意図した

OBM（own　brand　manufacturing）へ移行する

ことが非常に困難である場合もある。

　図7は日本経済を念頭に貿易の垂直化の進展

による海外活動への依存比率の変化を模式化し

たものである。貿易の垂直化の進展は、国内で

生産される製品の棲み分けを進めていることを

示している。部品や素材、および組立が行われ

る完成財は、自動車、工作機i械などの「統合（擦

り合わせ）型完成財」、高度電子部品、機能性

化学品、機能性繊維、ニューガラスなどの「高

機能部品・素材」、情報家電、ファッション性

の高い高級衣料、デザイン性の高い電気電子機

器などの「高級消費財」、消耗品とパッケージと

なった複写機、工場システムと一体となったプ

ラントなどの「製品・サービス融合財」があげ

られる。これらの財は差別化された分野であ

り、世界市場でも高い競争力をもつ21）。

　したがって、市場メカニズムを浸透させてい

る経済のグローバル化の綾瀬は、市場のシグナ

ルに応じた要素の移動を活発化し、経済システ

ム（制度様式、企業組織など）を収敏化させて

　　　21）財の定義については、経済産業省・厚生労働省・
　　　　文部科学省編（2003）による。
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いく作用をもつとともに、当該システムの個々

の要素に異なる役割を付加するという作用も呼

び起こしている。貿易の垂直構造とは、グロー

バル化の諸藩が収敏化作用（市場メカニズムの

追求）として効率化を徹底貫徹させるが、同時

に、部分的に相互補完関係にある異なる生産工

程に特化した国民経済（あるいは経済地域）の

組合せを反映したものである。この構造を規定

する要因として以下のことを確認しておく必要

がある。

　まず生産工程の分散化による貿易の垂直化

は、資本財の自由な国際移動とともにそれぞれ

の国民経済内の労働要素の粘着的状態の中でお

こっていることを強調しておきたい。さらに政

策的にも、各国は（とりわけ先進国は）自由な

労働移動を制限し、他方で物理的な資本財の貿

易には制約を課さないという立場をとってい

る。したがって、自由な資本財貿易が、各国の

生産能力を引き上げ、それぞれの国民経済に粘

着的労働要素と結びつくことによって貿易の垂

直化が決定される。換言すれば、中間財も含め

た広義の資本財は生産工程から生産されたもの

であり、その生産工程が国際的に統合している

ということから発生する産業内垂直貿易、そし

第70巻　第4・5合併号

　　て、特に1つの完成財を生産するための生産工

　　程の国際的分散、強い支配形態から単なる契約

　　関係という幅広い形態をもつ企業関係の国際的

　　統合による垂直貿易を拡大させている。

　　　さらに、産業内垂直貿易とは、貿易統計にお

　　ける品目別貿易の集計の結果として認識された

　　ものである。この商品品目の単位価値の相違は

　　品質の違いであるという解釈が可能である。特

　　に最終需要商品ではなく、資本財や中間投入財

　　としての素材や部品に分類される垂直貿易を規

　　定する要因は、消費者の需要行動の相違より

　　も、同一品目に分類される商品に体化されてい

　　る技術、労働技能という要因に規定されたもの

　　と考える。そして、この要因は、商品を生産す

　　る単位としての企業内部の組織構造、さらに、

　　企業間関係（企業間ネットワークとも表現され

　　る）、そして、その商品が生産される国民経済

　　における国民的技術革新のシステム（National

　　System　of　Innovation）などに規定されるとい

　　う階層的要因に関連している。さらに、企業の

　　国際的生産ネットワークと表裏一体である国際

　　的技術配置により、産業内垂直貿易が形成・促

　　進される。このように、産業内貿易の垂直化は

　　生産工程の国際的分散化と関連するとともに、

図7　海外経済活動の依存比率の変化
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貿易論でいう国民経済間の技術・技能格差に規

定される貿易とみることができる。

　貿易の垂直化による生産構造の差異化の一つ

の指標として、表5は、世界銀行のデータに基

づいて生産と貿易の関係を見たものである。こ

の表から、産業ごとの付加価値生産額に対する

貿易額がアジア諸国とメキシコ、チリで非常に

高く、日本やアメリカは低いことを示してい

る。ここから、『 Aジア諸国とメキシコ、チリが

付加価値生産の少ない加工・組み立てに特化し

ているというこど、したがって貿易が垂直的構

造であることが類推できる。このような貿易額

に対する付加価値生産の大きさに対応するよう

に、アジア諸国とメキシコ・チリで産業ごとの

中間財輸入の比率が高くなっていることも確認

できる。しかし、ヨーロッパは域内貿易の割合

が高いために全般的に比率が高く、アメリカや

アジア地域のような明確な傾向はみられない。

表5　生産と貿易の関係

各産業部門の貿易額に対する付加価値額 中間投入財に占める輸入の割合

鰍 電機 輸送機
輸送機 蝋

電機・
全産業

80　　95 80　　95 80　　95 科学機器

日本 50　　72 62　　84 119　　91 52 5．4 5．4 6．4

韓国 332　　182 230　　141 222　　106 27．4 33．3 234 20．3

台湾 646　1100 309　352 178　　221 28．5 36．4 34．3 26

香港 1469　4223 592　7631 964　3111 67．8 75．6 71．5 34．8

シンガポール 1033　850 649　1298 555　　579 77．1 85．7 80．7 64．3

タイ 3343　227 2678　855 371　347 71．9 77．7 584 3t9

マレーシア 1157　1858 628　　804 830　　740 55．9 72．2 61．7 43．3

インドネシア 2793　2090 467　　345 522　　142 61．3 76．9 44．3 19．3

フィリピン 922　1140 175　　407 300　　429 61．8 88．7 84．5 41．8

中国 11　　251 40　　257 40　　102 16．8 15．3 30．7 13

アメリカ 51　　118 43　　124 82　　119 14 14．1 16．5 8．8

カナダ 347　391 128　　419 416　　462 53．6 51．4 47．3 22．2

メキシコ 2775　2012 与33　3265 141　　527 48．1 47．5 42．3 23．2

チリ 536　　733 291　　718 669　　848 63．8 30．9 29．3 22．1

フランス 146　　271 96　　170 150　　271 28．6 30．2 27．3 18．1

ドイツ 129　　132 85　　95 149　　190 16．1 20 28 13．6

イタリア 214　　248 107　　247 160　　338 28．6 30．2 27．3 18．1

イギリス 126　　352 84　　401 170　　328 37．8 28 35．6 16．6

回目イン 121　　271 66　　321 96　　434 28．6 30．2 27．3 18．1

ポルトガル 731　577 235　　580 220　　767 28．6 30．2 27．3 18．1

ハンガリー 172　　228 77　　271 148　　196 33．4 31．5 27．5 21．8

トルコ 248　　333 134　　173 128　　192 18．2 32．1 25．5 21．9

注）貿易額とは輸出と輸入の合計である。タイのデータは79年、94年である。また、中国は80年

　ではなく84年のデータを用いている。さらに、メキシコ、チリ、トルコは80年ではなく81年の

　データを用いている。さらに、ドイツのデータは95年ではなく93年、イタリアは95年ではなく
　94年である。各国の中間財の輸入比率は、GTAP　4（Global　Trade　Analysis　Prolec七）の地域投入

　産出表から計算したもので、80年代後半から90年代前半のデータに基づいている。

出所）http：〃www。worldbank．org／research／tradeのデータベースより算出
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㈲　貿易の垂直化とアジア地域

　表6は、直接投資の世界構造を示している。

80年代後半には、途上国向けの直接投資の半分

以上がアジアへ集中しているという特徴が分

る。また、製造業の直接投資の動向をUNC・

TAD（2001）のデータから計算すると、製造業

の1988年から1999年の11年間の直接投資の受入

額の伸び率（ストックベース、年率）は、世界

全体では12．2％、そのうち先進国では9．1％、途

上国19．6％であり、なかでもアジアは24．0％を

示している。同じデータで1999年時点での産業

全体の中で製造業の受入額の割合をみると、先

進国が36．4％と低いのに対して、途上国では

54．5％、そのうちアジア地域に限れば受入額の

60．2％が製造業である。さらに、図8より東ア

ジア・太平洋地域における固定資本形成に占め

る直接投資の割合と輸出に占める製品輸出の割

合を確認すると、直接投資の拡大にしたがって

製品輸出が拡大している。このように、アジア

地域は製造業の直接投資の受入額の比率と伸び

率が高く、また、それに対応して製品貿易が拡

大していることが確認できる。

表6　直接投資の地域構造（世界は百万ドル、地域は％）

1985　　　　　1995　　　　　　2000

世界 57596　　　　330516　　　　1491934

先進国

r上国
Aジア

73．3　　　61．9　　　　82．3

Q6．6　　　33．8　　　16．0

V3　　　20．5　　　　84

割合 273　　　60．8　　　52．6

注）①世界の項目は対内直接投資額である。②他の項目

　は世界全体の直接投資額に対する各地域の割合であ
　る。③UNCTADの統計では、世界は先進国、途上国、

　東ヨーロッパ諸国の3つの地域に大別される。ここで
　は東ヨーロッパを除いているため、先進国と途上国の
　合計が100％にはならない。④アジアとは韓国、台湾、

　香港、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシ
　ア、ラィリピン、中国である。⑤割合とは、途上国の

　直接投資額全体に占めるアジアの割合である。
出所）UNCTAD（2002）E周面ooん。／8’αオ‘s’‘c8　CZ）EO瓢

　New　Yorkより作成

図8　東アジア・太平洋地域の直接投資の効果と製品輸出（％）
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注）　①東アジア太平洋地域とは世界銀行のグループ分
　類である。②棒グラフは固定資本形成に占める直接投

　資受け入れ額の割合で左側の目盛で表す。③折れ線グ

　ラフは貿易に占める製品貿易の割合を表し右側の目盛
　りで表す。

出所）World　Bank（2002）％7！41）θ”θ1ψ〃2θ班憎憎伽7α）一

　1～OMより作成

　産業別および用途二二分類からのアジアの貿

易動向を概観しよう。表7は日本を含むアジア

諸国の産業別の輸出額の世界市場におけるシェ

アとアジア域内貿易の世界市場におけるシェア

を示している。アジア諸国の特徴として世界市

場では、機械のなかでも事務・通信機器、繊維、

衣類、その他消費財の輸出シェアが高い。ま

　　　表7　アジア諸国の産業別財貿易の構造

世界シェア アジア域内

産業別 1990　　2000 1990　2000
総計 21．8　　26．7 9．2　　　13

農産物 17．4　　19．2 9．9　　　12

鉱物 13．6　　14．3 10．9　　11．8

製品 24．5　　30 88　　13．5

雛 19．5　　24．5 12．5　　167

化学 114　　17．2 7．1　　114

その他素材 174　　21．1 7．8　　10」

機械 263　　32．4 8．4　　14

自動車 22．4　　19．7 4　　　3．7

事務・通信機器 45．9　　47．6 137　　22．3

その他 18．6　　25．8 8．1　　12．2

雛 35．3　　454 20♂4　272

衣類 43．6　　449 8」　　12．3

他の消費財 27．1　　31 8　　11．8

出所）WTO　http：〃www．wto．orglenghshlres＿els七atis＿eliもs

　2001＿e！appendixlaO9．xlsより作成
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た、域内貿易の割合としては、鉄鋼、事務・通

信機器、繊維の割合が高い。そのなかで、事

務・通信機器と繊維の輸出が注目される。事務

機・通信機器のなかには多くの部品が含まれて

いることと、繊維は衣類生産の中間投入財であ

ることから、アジア域内の工程間分業が進んで

いることを示す。

　表8では用途別財分類に基づいた需要際サイ

ドからみた貿易構造の特徴を提示している。貿

易統計の制約から、長期のデータを見ることが

できないが、日本、韓国、台湾、香港、シンガ

ポール、タイ、マレーシア、インドネシア、

フィリピン、中国という諸国・地域の世界市場

での輸出額合計の割合と域内貿易の割合につい

て5年間の動向を見ている。際だった特徴とし

て、部品貿易の世界市場における輸出割合およ

び域内貿易の割合が大きいことが指摘される。

　　　　　　　　　　　　　　　表8

換言すれば、貿易の垂直化の構造を端的に示す

地域といえる。さらに、アジア地域は、資本財

と準耐久消費財の世界市場への輸出の割合が相

対的に高く、完成財の世界市場への依存度が高

い地域という特徴をもあわせてもつ』ている。特

に準耐久消費財とは衣類などから構成されてい

る財であり、産業別の衣類の輸出の割合が高い

ことと対応している。

　表9では、製品の付加価値生産額に対する製

品輸出の比率が、アジアNIESでは群を抜いて

高いことが確認できる。ここから、アジア

NIESでは垂直貿易の傾向が高いといえる。こ

のように、企業活動と関連した貿易構造変化と

しての貿易の「垂直化」はアジア地域で進行し

ていることが確認できる。

　さらに、表10は途上国の双方向貿易の動向を

見たものである。ここから、東アジアにおける

アジア諸国の用途別財貿易の構造

世界シェア アジア10域内貿易

1996 1997 1998 1999 2000 1996 1997 1998 1999 2000

総貿易 234 237 224 23．4 25． 10．9 10．7 8．7 9β 11．2

素材 22．4 23．1 2t9 232 24． 139 14．0 11．7 12．9 14．

資本財（輸送機器は除く） 32£ 32．0 29．0 30．7 33． 13．6 12．1 8．9 102 12．

部品（輸送機は除く） 367 36．3 34．8 37．5 40． 19鴻 19．2 17．2 竃9お 222

乗用車 20．3 22．3 2t5 22．4 23． 1．7 1．7 0．8 0．7 t1

輸送機部品 19．3 17．6 15．2 16．1 17． 5．6 5．1 3．1 3．7 4．5

産業用輸送機 22．3 20．9 18．4 17．2 18．6 4．6 44 2．9 2．4 2．8

耐久消費財 22．2 21．6 20．4 21．4 23．1 7．1 6．6 5．0 53 5．7

準耐久消費財 35．5 35．0 34．0 35．9 40． 10ρ 9．0 7．6 8β 9．9

非耐久消費財 13．6 13．1 12．0 125 14．1 5．6 52 4．1 43 5．

ハイテク財 39．2 39．1 36．8 38．2 39．7 16．6 16．2 14．5 16．8 19．

素材 16．9 17．9 17．2 22．0 23．9 8．8 10．6 7．8 7．6 9．

資本財 39．4 40．1 35．5 35．6 35．7 11．2 10．2 7．9 9．5 10B

部品 53．3 53』 532 54．9 56． 27．6 27．6 26．5 29．5 32．5

注）　アジア10とは日本、韓国、台湾、香港、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィ

　リピン、中国である。また、分類はBECのHS6桁分類に基づいて集計した。

出所）International　Trade　Centre　PC－TASより作成
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貿易の成長における双方向貿易の貢献度は1986

年から1990年では42．5％、1991年から95年は

46．9％、1996年から2000年では75％と非常に高

く、他の途上国の地域を圧倒的に引き離してい

ることが確認できる。くわえて、石田（2003）で

は日本とアジア諸国との双方向貿易における垂

直貿易の拡大が分析されているように、双方向

貿易の拡大、産業内垂直貿易の拡大は、アジア

地域の貿易の垂直化の傾向を示すものである。

　したがって、表4で確認したように、アジア

では台湾・韓国・香港・中国、アメリカではメ

キシコ、ヨーロッパではアイルランド・ハンガ

リー・チェコにおいて部品輸出入の成長率と割

合が高く、貿易の垂直化の地域構造があるとと

もに、さらに、アジア地域は域内での垂直構造

を持つばかりではなく、地域の枠を超えた全世

界貿易の垂直的構造の要であるという重層的構

造を持っていることが確認できる。

　表9　製品の付加価値に対する製品輸出額の比率

1980　　1990　　2000

先進国 46．2　　　51．6　　　76．3

日本

Aメリカ

28．7　　20．6　　24．2

R0．9　　35．1　　54．6

アジア 93．8　　115。6　　168．5

中国

墲撃dS4

121　　23．7　　329

Q16．5　　2593　　365．5

西半球 37．2　　426　　58．6

ブラジル

＜Lシコ

19．4　　14．6　　34．1

Q2．8　　48．3　　102．6

注）NIESとは香港、韓国、シンガポール、台湾である。

出所）IMF（2002）

　表10途上国地域の双方向貿易の貿易成長への貢献（％）

86－90　　　91－95　　　96－00

東アジア 425　　46．9　　75

南アジア 312　　21．8　　34．4

中東・北アフリカ 6．4　　　5．8　　　26．1

カリブ・中央アメリカ 25．9　　39．3　　34．5

南アメリカ 46　　32」　　　34

出所）IMF（2002）

第70巻　第4・5合併号

　　3，垂直面の促進要因

（1）概観

　貿易の垂直化を促進する技術・組織的要因と

制度的要因を確認しておこう。そもそも、「生

産工程の国際的分散」・「企業の生産の国際的統

合」と言う現象は60年代後半から現れ、形態的

には新しい現象ではないことを確認した。しか

し、80年代後半から特に90年代に入り顕在化し

た「外部化による垂直貿易」は、「内部化によ

る垂直貿易」が支配的であった状況とは異なる

環境の中で現れた。換言すれば、企業内あるい

は企業間の国際的生産ネットワークの形成によ

る貿易の垂直化の現象は、分散された生産によ

り引き起こされた調整コストを削減するための

技術や組織の革新、そして、制度変化により促

進される。技術・組織的要因としては、①情報

通信技術と情報ネットワーク、②輸送技術と輸

送ネットワーク、③モジュール化（modularity）、

そして④3PL（third－party　logistics）がある。

そして、制度的要因として、①貿易障壁の緩

和、②通貨の交換i生、③各国の規制緩和などが

考えられる。列挙したこれらの要因は、国際的

に分散した生産工程を統合するコストに関わる

もので、これらのコストが低下したことから、

貿易の垂直化が進展したことになる22）。

（2）技術・組織的要因

a．情報通信技術と情報ネットワーク

　1980年代にはパソコンの普及が始まり、ま

　　　22）国際的に分散した工程間の調整コストをサービ
　　　　ス・リンク・コストと定義し、そのコストの構成要
　　　　素が規模の経済性に規定されることを理論化したも
　　　　のがファラグメンテーション（：Fragmentation）であ
　　　　る。たとえばIJones　and　Kierzkowski（1990）、　Arndt

　　　　and　Kierzkowski（2001）を参照のこと。
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た、1990年半にインターネットが急速に利用さ

れるという大きな変化が起こった。このような

変化のなかでビジネスの中へIT（情報通信技術：

ハード・ソフト・ネットワーク技術）の利用に

よる効率化が急激に広がった。ITの導入は、企

業が商品を市場に送り出すリードタイムのなか

で、製品開発、部品調達、生産、在庫管理、顧

客管理等の効率化と質の向上をもたらした。

　たとえば、80年代前半には日本企業は生産現

場のなかにITを導入し、開発の初期段階から、

金型等の下流工程企業が参加しながら、各工程

を同時並行的に進めるコンカレント・エンジニ

アリング方式や在庫管理を徹底したJITシステ

ム等の方式で、国際競争力を向上させた。しか

し、日本のシステムは最終組立工場と部品サプ

ライヤーの連携によるモノの生産効率の上昇に

主眼が置かれていた。またぐ企業の国際的展開

に伴う情報ネットワークも企業独自の内部で閉

ざされた情報ネットワークの構築でしかなく、

企業間での情報の共有は容易ではなかった。こ

れに対し、1990年代には、企業内部やサプライ

ヤーの枠を超え、多様な消費者ニーズを的確に

捉え、部品調達、製造、配送、販売といった一

連の商品の供給過程（サプライチェーン）全

体で最適化していくというSCM（Supply

Chain　Management）が展開された。さらに、

モノののみならずサプライチェーンのリードタ

イム及びキャッシュ・フローの視点も加えら

れ、産業競争力の構造に大きな影響を与えるシ

ステムとなっている。このシステムの誕生の背

景には、コンピュータの処理能力の向上に加え

て、インターネット技術の発展により世界的レ

ベルで企業間ネットワークの構築がされ、情報

の共有がより容易になったことが欠かせない。

とりわけB2B（business　to　business）といわ

れる企業間ネットワークの中で国際的な調達が

効率的に行われるようになったことは貿易環境

を大きく変える要因であるといえる。80年代後

半から90年代にかけての企業の国際的生産の分

散活動を反映した貿易の垂直化は、企業の組織

の変化とそれを支えた情報ネットワークの革新

の上に構築された国際分業システムである。

b．輸送技術と輸送ネットワーク

　輸送技術に関しては、コンテナ化があげられ

る。コンテナは、60年代後半に国際海運業に登

場したもので、陸運、海運、空運という異なる

輸送手段で標準化されたコンテナを使用するこ

とにより、積荷自体を積み替えることなく効率

的に輸送できるシステムである。輸送技術の革

新としてコンテナ船の規模をコンテナ取扱個数

（TEU：twenty－500t　equivalent　unit）の能力

で見ると、1976年に2500TEUであったのが、

1986年3400TEU、1996年6200TEU、2000年6800

TEUとなっている（United　Nations：2001）。そ

れに対応して、1970年時点で船による一般貨物

のうちコンテナの割合は2％であったものが、

1996年には55％までに達し、また、コンテナ化

による港の繋留時間の効率化は以前に比べて50

から60％向上していると言われる23）。コンテナ

化によるコストの削減について統計的に把握す

るのは困難であるが、輸送の効率化は垂直貿易を

形成する基礎条件の一つであると考えてよい。

とりわけアジアに関してみると、1980年から2000

年にかけてコンテナ船運行は年率20％で拡大し、

さらに、コンテナの停泊施設の能力が年率8％弱

で拡大している（Carruthers，　Bajpai，　and

　　　23）Hummels（1999）では、さらに便宜置当国船舶登録

　　　　によるコストの節約が12％から27％あることが述べ

　　　　られている。
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Hummels：2003）。

　また、航空貨物に関しても、ジェット化や航空

機の大型化（1978年にBoeing　747－200　freighter発

注開始）により輸送の効率化が図られている。輸

送コストに関しても1973年から80年に急速に低

下し、80年忌からはコストは一定に推移してい

る（IM：F：2002a）。その後、1980年代半ばには自

動車大手のGMが多国間の調達・配送に航空輸

送を利用することを決定したように、国際的な

航空貨物を利用したロジスティクスが本格的に

始まる（Air　Cargo　World：1986，January）。こ

のような変化のなかで、航空輸送がジャスト・

イン・タイムによる生産方式を促進する役割を

担うようになってきている。ボーイング社のレ

ポートでは、1991年から2001年忌かけての世界

の航空貨物の成長率は年平均6．3％であり、と

りわけアジア域内では7．0％の伸びを示し、そ

の内訳は大部分が部品であると言われる。ま

た、アジア太平洋地域では、1990年では世界の

航空貨物のシェアが27．7％であったものが、

2000年には33．3％になっている（United　Na－

tions：2001）。アジア経済危機にもかかわらず

航空貨物は増加していたことは、アジア域内の

部品調達の効率化を航空貨物が促進しているこ

とを裏付ける。

　ところで、これまでの海運、航空における大

型化による輸送コスト削減という動きととも

に、同時に拠点港湾・拠点空港（ハブ）から周

辺地域への中・小規模の船舶・航空機による支

線輸送（スポーク部分）で結ぶ輸送サービス網

の構築が進展した24）。このような、輸送網の国

際的レベルでの構築は、生産の国際的分散にと

もなう資本財・部品・完成品の複雑な供給体制

の基盤である。しかし、このよう国際的レベル

でのネットワーク構築には莫大な投資規模にな

ることから、単一の会社の投資では実現不可能

である。この限界を克服する動向として、90年

代以降、欧米日の海運会社やアジア系の新興会

社の問では、地域および企業の沿革を超えた提

携関係、いわゆるアライアンス（企業連合）を

構築する動きがでてきた。このような輸送技術

と輸送ネットワークの進展は貿易の垂直化の促

進要因である。

c．モジュール化と貿易の垂直化

　産業レベルでのモジュール化とは、製品開発・

生産を遂行するための複雑なシステムをいくつ

かの小さな単位に分け、後でつなげる方式で、

90年代に入り新たな分業の一形態として注目を

浴びている25）。当初はコンピュータ産業の生産

工程から設計過程へのモジュール化の拡大にい

たる産業アーキテクチャ上の意義についての研

究から始まり（Baldwin　and　Clark：1997）、イン

ターネット産業や自動車産業に焦点をあてモ

ジュール化が情報交換・取引のネットワーク化

と関連するという意味での産業アーキテクチャ

上の意義についての研究など理論研究として進

化を見せている。ここで確認しておきたいこと

は、貿易の垂直化の技術的促進要因としての側

24）東アジアの海上コンテナ輸送をみると、ハブ港の

　取引よりフィーダー輸送が拡大している。たとえ
　ば、1995年から2001年にかけて、ハブ港である香港
　は年平均成長率が6．1％、シンガポールは4．6％であ

　るが、スポーク部分である上海は31．6％、青島は
　27．9％、マレーシアのクランが22．1％など著しい。

　さらに、東アジアにおける香港とシンガポールのコ

　ンテナの取引量のシェアは1995年の45％から、2001

　年には35％に変化している（Containeriza七ion
　In七ernational，　March　2002）。

25）モジュール化の先駆けは米IBMで1964年に始めた
　試みで、コンピュータのモジュール部品を作り、こ
　れを共有する機種内での互換を可能にした。研究と

　しては、経営的視点からモジュール化として
　Baldwin　and　Clark（1997）がある。また、包括的な

　モジュール化の議論については青木昌彦・安藤晴彦
　編著（2002）を参照のこと。
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面である。

　コンピュータ産業あるいはアメリカ企業のシ

ステムにみられるように、モジュール間の関係

が開放的統合（オープンアーキテクチャ）であ

るか、あるいは日本の企業（特に自動車産業）

に見られるように継続的関係による統合である

かを問わず、部品・装置・機械のモジュール・

デザインを最適化し、部品・装置・機械のユニッ

トの問のインターフェースを共有できるシステ

ム（オープンであるか継続的関係であるかを問

わない）を構築すれば、商品化して市場に出す

時間を短縮するとともに、外注化を通じた企業

間の分業関係が形成される。つまり、情報シス

テムやロジスティクスなどの間接部分の外注化

ばかりではなく、製造業の中核部分である製造

プロセスの外注化の技術的基礎を与える。この

外注化の拡大が国際的に展開されることが貿易

の垂直化を意味する。たとえば、部品調達を考

えてみると、世界レベルでの最適な生産立地、

部品の最適な調達が行われるようになってい

る。

経済のグローバル化と貿易の垂直構造

　　　　　　　　　製造業におけるEMS等である。このような変

d．サード・パーティ・ロジスティクス（3PL）

　製造業の生産工程の国際的分散化にともなう

貿易の垂直化は、とりわけ内部化による一体的

統合の弱点である固定費用部分の低稼働・高コ

スト要因を克服するサードパーティ・サービス

（つまり「外注化による統合」）に支えら、促

進されていると考えられる。具体的には、船舶

管理としてサードパーティ・シップ・マネイジ

メント、航空機管理業としてサード・パーティ・

エアクラフト・マネイジメント、ロジスティク

スにおけるサード・パーティ・ロジスティクス

（3P：L）、ソフト開発におけるASP（アプリ

ケーション・サービス・プロバイダー）、そして、

化の基盤が情報通信技術、輸送技術、モジュー

ル化である。以下では3つの技術的・組織的要

因を総合的に体化しているロジスティクス、な

かでも3P：しに注目したい26）。純粋な技術的要

因という意味では論理レベルの異なる事項では

あるが、国際的財の流れそのものを効率化する

3PL，は個別企業のサプライチェーンを互いに

結びつけるものであり、したがって、個々の企

業組織に関連した貿易の流れを統合するハブの

機能を体現し、貿易の垂直化を促進する要因と

考える。

　3P：しとは、荷主と第三者が契約に基づきの

ロジスティクス業務（のすべてまたは一部）を

代理して行なうことである。この場合、第三者

とはロジスティクスにおいて中間代理人として

荷主と一時的または長期的な関係にある者であ

る。3P：L（third－party　logistics）は1990年代に

入り欧米で急速に普及した。近年、3Pしでは

企業間の情報技術の統合化として企業間のネト

ワーク構築のなかでさらなる効率化を追求する

動きが必要とされている（：Harrington：2003）。

同時に、外注化を受ける3Pしの巨大なロジス

ティクスを管理する情報通信投資が加速してい

る27）。情報通信技術、モジュール化に支えられ

たロジスティクスの外注化は貿易の垂直化によ

26）米国のロジスティクス運営協会（CLM）によれば、

　ロジスティクスとはサプライチェーンプロセスの一
　部である。ロジスティクスとは、産出地点から消費

　地点までの原材料、半製品、完成品などのモノとそ
　の関連情報の流れと保管を、効率的かつ費用対効果

　を最大化ならしめるよう計画、立案、実行、統制す

　る過程であると定義される。これは一つの企業組
　織の視点からみたものである。

27）3PしのIT化を進めるためには、収入が1億ドル以
　上の企業であると言われる。また、大規模なロジス
　ティクスを管理する情報システムは、3P：L自体が開

　発するには費用や能力の面で負担になるため外注化
　している。
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る効率化・利益を実現する要因であるととも

に、企業の生産工程の国際的分散化・統合の最

適化のための要請でもある。具体的な活動をみ

ると、Lieb＆Miller（2002）の調査によれば、ア

メリカのフォーチュン500の企業が国際事業展

開で3P：Lを利用しているのは1998年時点で、

西欧地域72％、アジア地域63％、ラテンアメリ

カ地域53％であるという。また、Zhu，　Swee

and　Ying（2002）は、シンガポールに拠点をお

く企業が周辺アジア諸国へ生産を分散化させる

のにともなって3P：しの利用が拡大しているこ

とを指摘している。彼らの調査によれば1980年

に3PL、を利用している企業は9．1％であったの

が、2000年には22．3％へと上昇している。

e．グローバル・サプライチェーンの形成と圧力

　情報通信技術、輸送技術、そしてロジスティ

クスやモジュール化という一連の貿易の垂直化

を促進する技術・組織的要因は相互に関連す

る。そこで、企業組織の相互関連という視点か

ら、貿易の垂直化を促進する構造を確認しよ

う。換言すれば、グローバル・サプライチェー

ンと呼ばれる企業のコスト削減行動が貿易構造

にもたらす影響である。

　企業には単一事業に特化している企業や複数

の事業を手がけている多角化企業がある。それ

ぞれの事業のなかには主活動系と支援活動系と

いう2つの価値活動があり、また、事業とは一

連の価値活動が価値連鎖を形成している単位で

ある28）。そして、多数の事業活動は、企業内部、

あるいは外部の活動に依存し、それらは、一つ

第70巻　第4・5合併号

　　の完成財が生産され販売されるまでの垂直的連

　携システムであるサプライチェーンを形成して

　　いる。最近の多国籍企業はR＆Dやデザイン部

　　門、製造部門、あるいはマーケティン部門な

　　ど、いずれかを中核部門として二化（集中投資）

　　する傾向にある。たとえば、インテルは技術主

　　導型、トヨタは生産主導型、そして、リミティ

　　ド・ブランド（アパレル企業）はマーケティン

　　グ主導型、フェデックスはロジスティクス主導

　　型である29）。このような、サプライチェーンの

　　なかでの特定部門への集中化は、同時に、情報

　　通信技術、輸送技術、オープン・アーキテク

　　チャのモジュール化に支えられて、国際的レベ

　　ルで外注化を促進する。したがって、サプライ

　　チェーンのなかでの中核企業依、一連の価値連

　　鎖を統合するリーダー企業として垂直的連携活

　　動の調整を行い、この調整活動の一つの側面が

　　支配関係を形成するのである。こうしてみる

　　と、グローバル・サプライチェーンのなかでの

　　中核企業間の関係は水平的な補完関係や戦略的

　　提携関係が形成され、また、それぞれの中核企

　　業には垂直的支配関係や系列関係が形成される

　　という重層的な構造が構築されていることが理

　　解できる。この組織構造を、貿易活動という側

　　面から光をあてると貿易の垂直的構造となる。

　　　異なる分野の企業と補完しながら生産システ

　　ムを構築している場合や同分野の企業が地域的

　　に補完しサプライチェーンの一角での優位性を

　　強化する行動に出ている。同時に、之のような

　　グローバル・サプライチェーンの形成は、同業

　　分野の企業間での競争、そして異業種および同

　　業種の利害が一致した企業集団間の激しい競
28）主活動系は物的活動で購買物流、製造、出荷物流、

　販売・マーケティング、サービス、また、支援活動
　系は主活動を支援する間接的活動で、調達、技術開　　　29）UNCTAD（2002）の第5章を参照のこと。ここで
　発、1人事・労務管理、全般管理より成る。（Porter：　　　　は生産システムという中にロジスティクスを考えて

　1985、訳p．49の図を参照のこと）　　　　　　　　　　いない。
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型を引き起こしている。そして、サプライ

チェーンに包摂されることは、生産工程のそれ

ぞれの階層レベルで、生産技術の普及や技能の

向上などのデモンストレーション効果をもたら

し、経済効率性を引き上げる。くわえて、グ

ローバル・サプライチェーンのなかに組み込ま

れた途上国には需要構造の変化をもたらす。た

とえ付加価値生産の低い組立工程でも賃金労働

者の絶対数量を拡大させる動きは、現地での消

費活動を刺激し、また、生産性上昇による実質

所得が拡大する。そして、消費構造の側面では

デモンストレーション効果による同質化をもた

らす。

　このようなグローバルな競争が、グローバ

ル・サプライチェーンのなかでの最適な効率

化・コスト削減の圧力をもたらす。確かに企業

の視点からみたグローバル・サプライチェーン

は、コスト圧縮による利潤最大化が究極の目的

である。しかし、企業のコスト最適化の行動を

国際経済のなかで考え直すと、競争の圧力が、

制度的に低賃金構造を内包している国民経済

（たとえば中国など）へ加工組立工程への二化

をもたらし、同時に、この分業関係が累積的に

進む中で、さらなる国際規模でのコスト削減圧

力が低賃金を制度化する一つの要因となる。同

時に、多国籍企業の本社が存在する本国と投資

受け入れ国との生産構i造の相違として付加価値

生産の相違を固定化させる圧力を生む。また、

コストの最適化を貿易活動の視点から見直す

と、グローバル・サプライチェーンの形成とそ

の圧力により作り出された比較優位構造と呼ぶ

ことができるであろう。もちろん、完成財とし

ての消費財レベルでの貿易では、コスト構造で

はなく需要側の非価格要素により貿易が決定さ

れる要因は大きい。しかし、貿易の垂直化と

は、1完成財への工程間での貿易構造であり、こ

のレベルでの貿易には技術・コスト要因に規定

された貿易活動の比重が大きいと考える。した

がって、生産構造では付加価値生産構造の相違

が顕在化する。

（3）制度的要因

a．規制緩和

　輸送業ロジスティクスの総合的サービスはも

ともとヨーロッパで始まった。しかし、今日3

Pしの成長はアメリカ企業がリードしている。

その要因としては、アメリカ国内で進められた

規制緩和が揚げられる。たとえば、：FedExや

UPSは、航空機やトラックなど複合的な輸送手

段を有しているが、規制緩和以前は、航空機を

所有するフレイト・フォワーダーはトラック集

配サービスの業務への進出が禁止されていた。

規制緩和による業際の撤廃のたまものである。

このように、先に見た技術・組織的要因のなか

でとりわけ輸送ネットワークや情報ネットワー

クの形成には、各国の規制緩和という制度的要

因が背景にある。

　規制緩和（市場メカニズムの拡大）を推し進

めた契機が、1970年春後半のカーター政権から

80年代のレーガン政権に至るアメリカでの一連

の動きである。航空業界では、1978年の航空業

界の規制緩和の調印が参入障壁を撤廃し、その

後の航空貨輸送の料金の引き下げを加速した。

また、80年に鉄道輸送および自動車輸送の自由

化、84年に海上輸送の自由化が実施されるに至

りすべての輸送の自由化が実現された。同時

に、情報通信分野でも、同様に規制緩和が行わ

れている。1984年にAT＆Tの分割・解体が行わ

れ、競争原理が導入されコストを反映したサー

ビスが提供されるようになった。そして、イン
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ターネットはもともと軍事利用から始まったも

のであるが、1992年にアメリカのNSFが商用目

的を認めたことからインターネットが急速に利

用されるという大きな変化が起こった。

　このアメリカで始まった規制緩和による市場

メカニズムの拡大化の動きは、同時に、各国の

規制緩和の動向を刺激するとともに、アメリカ

の他国に対する自由化への要求という圧力を生

みだし、今日の経済のグローバル化を促進した

といえる。国際輸送通分野におけるアライアン

スや、生産ネットワークの形成、貿易の垂直化

という現象を導いている一つの要因である。

b．貿易障壁

　貿易の制度的障壁の二つである関税率の削減

について考えよう。表llは平均関税率の推移を

示したものである。ここで、低所得国と中所得

国の関税率の低下が著しいことが分かる。なか

でも、低所得国の関税率の引き下げが90年代に

大幅に行われていることが目を引く。これは多

角的な貿易交渉であるGATT・WTOによる関税

障壁の制約を低下させる取り組みが途上国を巻

き込みながら行われたことを物語っている。貿

易の垂直化に関わる部品貿易における関税率

（表12）をみてみても、メキシコを例外として

低下傾向であることを示している。

　また、WTOの多角的システムより柔軟な貿

易制度としての地域貿易協定（RTA）が貿易障

　　　　　　　　　　　　　　　　表11

第70巻　第4・5合併号

　壁の低下を促進させているという要因も考えら

　　れる。世界に存在するRTAは、2002年時点で

　GATT24条によるRTAが137件、東京ラウンド

　交渉の際の1979年締約国団決定（いわゆる授権

　　条項）による途上国間のRTAが19件、　GATS

　　（サービス貿易一般協定）第5条に準拠するも

　　のが25件の合計181件に上る。図9は地域貿

　　易協定の発行数の推移を見たものであるが、90

　　年代に入り地域貿易協定が著しく拡大している

　　ことが確認できる。ただし、地域協定が多角的

　　レベルで貿易障壁を低下させた要因であると断

　　定することには異論もある（たとえばWTO

　　（2003）World　Trade　Report）、さらに、成長し

　　ているアジアにおいてはこれまで地域協定が少

　　ないにもかかわらず貿易が拡大しているという

　　事実もある。しかし、地域内の貿易の垂直化を

　　促進する関税・非関税貿易障壁を低下させる枠

　　みであることには変わりない。

　　　次に、特恵貿易協定（PTA）が貿易の垂直化

　　を促進しているということを確認してみよう。

　　たとえば、1988年から1996年までの繊維と衣類

　　に関するOPTの動向は、衣類の再輸入の国内生

　　産に占める割合が、ドイツでは、1988年には

　　10．8％であったのが1996年には24．1％、オラン

　　ダでは、20．4％が42．2％へと上昇している

　　（Baldone，　Sdogati，　and　Tajoli：2001）。　しか

　　し、ソ連の中央ヨーロッパ諸国への影響が希薄

　　化するなかで、関税自由化処置を多くの品目で

平均関税率の推移（非加重％）

1986　　　1990　　　1995　　　2000

　　　低所得国

@　　中所得国

o鞄ｾOECD未加盟国
o鞄ｾOECD諸国

34，7　　　　32．9　　　　20．0　　　　15．1

Q4．1　　　20．7　　　　144　　　　12．0

X．3　　　　　7．6　　　　　7．2　　　　　6．9

U．0　　　　　7．9　　　　　6．3　　　　　3β

注）グループは世界銀行の定義である。

出所）www．worldbank．orglresearch／tradeのデータベースより作成
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表12　部品における関税の推移

SITC
V59

SITC
V64

SITC
V72

SITC
V76

SITC
V84

製造業

S般

日本

1990

P995

Q000

000 000 000 000 000 1．9

P．7

P．1

韓国

1990

P995

P999

13
W7．9

13．1

W．2

@8

13
W7．9

10．3

@8
Q．4

13

W．2

W

11．5

V．4

U．1

マレー

Vア

1991

P996

Q000

4．3

O．1

氏Da．

24．6

U．6

氏Da．

14．8

V．5

氏Da．

3．9

On．a．

24．8

P7．3

氏Da．

10．9

@6
氏Da．

中国

1992

P996

Q000

25
P1．8

X．3

34．7

Q2．8

P6．2

36．2

P1．1

P0．6

20．4

X．1

V．9

66．8

R4

Q7．2

36．9

P8．7

P3．7

アメリカ

1990

P995

Q000

1．8

O．1

O

4．5

Q．8

O．3

3．8

R0．7

0．4

O．2

O

1．6

P．2

O．5

4．1

Q．9

P．8

メキシコ

1991

P995

Q000

8．8

O．8

P．3

14．9

V．2

P6．5

12．9

V．1

P5．5

10．8

R．5

S2

n．a．

W．2

P5．8

13．3

V．4

P4．9

EU
1990

P995

Q000

4．2

R．2

O

54．40．6

4．9

S．4

O．7

15．9

P3．8

O．2

6．1

T．5

Q．3

6．1

T．3

P．8

ハンガ

梶[

1991

P996

Q000

96．8n．a．

17．7

P2．6

氏Da．

7．2

V．5

氏Da．

2．6

U．6

氏Da．

11．4

W．6

氏Da、

11．2

W．9

氏Da．

注）SITC　759は事務用機器及び自動データ処理機械の部品、　SITC　764は通信機器

　及び部品、SITC　772はスイッチなどの電気機器、　SITC　776はトランスミッター

　及び半導：体、SITC　784は道路走行車両用部品である。

出所）Mayer（2003）

行っているため、OPT関税条項による全貿易に

しめる貿易促進効果は少ない。それに対して、

アメリカではその割合が極めて高い。たとえ

ば、1996年では、アメリカの輸入の約10％が

PSPによる適応を受けているが、　EUではOPT

はわずか2％である30）。このように、域外との

貿易の差別化、特に繊維関連の品目では地域レ

ベルでの貿易の垂直化構造を形成するという側

面に注意する必要がある。

30）United　States　International　Trade　Commission

　（1997）に依拠した。
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。．通貨の交換性

　貿易障壁をなくし円滑な経済活動を保証する

ためにWTO協定は第11条で加盟国の輸入数量

制限を禁じているが、第12条に基づく国際収支

の擁護、ならびに、第18条に基づく途上国の経

済開発のための同制限は容認している。これと

同様に、国際貿易の決済手段としての通貨の交

換性は、円滑な国際貿易のために必要な条件で

ある。こうした理由からIM：F協定第8条では、

①経常取引における支払に対する制限の回避、

②差別的通貨措置の回避、③他国保有の自国通

貨残高の交換性維持を規定している。しかし、
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図9　地域貿易協定の発効件数（累積）　　　　　　　　　　図10　1MF協定8条国への移行国数（累積）

～δ88霞；こ～5i8詔霧らδ
窪孚孚孚三三9孚孚孚8

出所）WTOホームページhttp：〃www．wto．orgl
　　english／tratop＿elregion＿elre　gfac＿e．htm＃

　　topより作成

一方で、発展途上国に対する配慮から、第14条

であくまで経過的措置として加盟時における経

常取引に対する制限を認めている。このよう

に、IM：F協定第14条とWTO協定第12条は事実

上連動して運用されてきた経緯にあることか

ら、IM：F　8条国に移行すると、WTOにおける数

量制限資格（途上国待遇）は自動的に失われる

ものと解釈されてきた。

　96年にはIMFは中国政府が国際収支の赤字対

策などを理由に為替取引を制限しないことを約

束するIM：F協定第8条を受入れ、「8条国」に移

行すると発表した。このことは、世界経済のな

かで影響を拡大してきていた中国が、すべての

貿易外取引を含む（資本移転を目的としない）

経常的な国際取引のための支払いや移転に対し

て制限を加えないこと、ならびに差別的通貨措

置、多重為替相場制度などを採らない意思表示

でもある。このような貿易を促進するものとし

てのIM：F協定8条国の移行は、図10に見られる

ように、90年半に急激に増加していることが確

認される。ここにも、地域協定同様に、90年代

のグローバル化の特徴が現れている。

160

120

80

40

　0
δ　8　｝ミ　障　曾　i3　詔　8　お
孚　孚　孚　孚　9　孚　9　孚　孚

　　出所）IMF（2002b）より作成

d．直接投資政策の転換

　本来、直接投資に関する各国の政策は、その

活動そのものを禁止するものや活動を制限する

法的的処置を適応していた。しかし、80年代に

入りその制限的政策は転換し、次第に直接投資

活動の制約を取り払う方向へと転換した31）。特

に、対内直接投資を積極的に受け入れるための

条件を提示する措置が出されることとなった。

図11から分かるように、特に90年代に入りその

傾向は加速される。UNCTAD（2001）によれば、

1991年では直接投資に対する政策変更が35力国

で行われており、82の政策が行われた。政策の

うち直接投資を促進するものが80あり、制約的

措置が2であった。それが2000年には、69力国

で147の投資政策の変更があり、そのうち促進

策が144、制限政策が3となっている。この間

10年間の促進政策の数は増加傾向にあった。

　また、各国の投資政策と並んで、二国間投資

協定（BIT：Bilateral　Investment　Treaty＞を

締結する動きが加速している。図12は二国間投

31）投資協定の戦略的意義にも変化がある。たとえ
　ば、アメリカでは1970年には投資協定は援助代替政

　策であった。しかし、80年代になると、受け入れ国
　先での子会社の経済活動の制約を削減する目的の投
　資推進政策と考えられるようになった。

一400一
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図11特別直接投資政策を行った国および地域（累積）
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　出所）UNCTAD（1998）より作成

図12　二国間投資協定の推移（累積）

（か国）
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　さらに、既に締結されている多国間投資関連

ルールとしては、WTOにおける貿易関連投資

措置協定（TRIM協定：Agreement　on　Trade－Re－

lated　Investment　Measures）がある。　TRIM協
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圏■囲途上国間　　　　　一〇一締結国数（右目盛り）

出所）UNCTAD（2001）より作成

資協定調印の累積的件数を示したものである。

ここから、90年代に加速していることが見て取

れる。二国間投資協定では、多数国間での包括

的な投資ルールの策定に比べ、実現されやすい

という利点がある。また、二国間であるので小

国であろうと対等の関係のなかでルールを決定

することがより容易であるという利点もある。

そのため、多数国間での投資ルール設定よりも

柔軟的かつ現実的である。また、多数国間の

ルールの決定を補完する観点からも、今後もよ

り多くの国と投資を促進する協定の締結に向け

た取組の必要性が叫ばれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一401

定とはモノの貿易に関連する投資措置に関する

規定であり、現地調達要求や為替規制といった

パフォーマンス要求が禁止されている。また、

OECDにおいても、先進国間で高度な投資ルー

ルを策定するため多国間投資協定交渉（MAI交

渉）が行われていたが、各国の利害対立が激し

く1998年に交渉は途絶したままである。そのた

め、多国間協定の対象範囲・参加国・効力等の

面で限定的なものである。

　現在のところ多国間での包括的な投資ルール

は存在しない。なぜなら、包括的な投資ルール

策定に対しては、一部の途上国に根強い抵抗感

が存在するため締結への道は困難である。これ

ら諸国は、一方で、直接投資が自国の経済発展

に不可欠な要因であることは認めているもの

の、他方で、自由化した場合の多国籍企業がも

たらす弊害や自国の産業政策への制約を懸念し

ている。このような状況の中で、二国間投資協

定の締結が拡大していることは、直接投資の活

動を促進する一端を担っているといえる。ま

た、投資ルールのネットワークを二国間投資協

定で世界に広げるためには、現在締結している

二国間投資協定をさらに増やす必要があること

も事実である。

4．むすび1制度単位と理論課題

　貿易の垂直構造は、相互補完関係にある異な

る生産プロセスに特化した国民経済あるいは経

済地域の構造的な組み合わせである。構造的と

いう意味は、第1に、用途別財の視点から見た
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生産工程間分業であり、第2に、企業の視点か

らは、内部化による垂直貿易と外部化による垂

直貿易という形態をとり、第3に、同一行程に

属する財の双方向貿易を集計すれば垂直的産業

内貿易という構造をもち、第4に、国民経済の

関係としての国際分業構造は重層的である、と

いう4つの点から整理される。

　このような、貿易の垂直構造は、別の視点か

らみた貿易構造の変化を伴っている。ハイテク

製品貿易は、企業の国際的生産ネットワークの

重層的広がりにより拡大し、その結果、途上国

のハイテク輸出の割合が拡大している（付表

1）。このことは、途上国がハイテク製品を生

産する技術を自ら育成したというよりも、直接

投資・資本財貿易を通じた生産技術の海外移転

によるハイテク製品の加工組立基盤の整備、先

進国からの中間投入財輸入と現地の労働要素投

入によりハイテク製品の加工組立・輸出が拡大

したと見るべきである。まさに貿易の垂直構造

である。同時に、組織・技術・制度などの変化

に支えられた貿易の垂直化の拡大は、サービス

貿易の拡大を伴っている。ただし多様なサービ

ス貿易が同じように貿易の垂直化と関連してい

るわけではない。たとえば、輸送サービスと情

報化の中で現れた情報・通信サービス、そして、

特許使用料などが貿易の垂直化に欠かせないサ

ポートサービスである。さらに、伝統的な輸送

サービスでも、部品の効率的輸送のための複合

輸送、そして調達・在庫管理などの付加価値

サービスなど時代とともに貿易サポートの内容

が進化している。一般に垂直貿易を促進する

サービス貿易は、先進国が優位性を保持し、

サービス供給基盤も差異化が進んでいる。

　さらに、貿易の垂直構造に内在する経済構造

を生産と消費の両面から見ることができる。門

下70巻　第4・5合併号

　　産構造では、貿易額と付加価値生産の関係から

　特徴が明らかとなる。一般に、先進国より途上

　　国の方が、付加価値生産額に対する貿易額の比

　　率が高い。これは、国際分業のなかで途上国

　　が、付加価値生産の低い部門に特化しているこ

　　とを意味し、生産構造には相違（異質化）があ

　　ることを物語っている。換言すると、日本経済

　　の発展の中でみられたようなフルセット型国民

　　経済の形成ということが、途上国にとって当面

　　は困難であることを意味する。また、他方で需

　　要構造は同質化している。消費のデモンスト

　　レーション効果は経済のグローバル化のなかで

　　促進し、途上国に需要拡大と生産・雇用拡大と

　　の累積的因果関係という好循環を形成させる契

　　機になる。ここから、貿易の垂直化構造に組み

　　込まれた途上国、とりわけアジアの国々では、

　　先進国との付加価値生産構造の格差を抱えなが

　　らも、そのギャップに対して余りある成長の潜

　　在性が存在することになる。この潜在性を顕在

　　化させるには、各国の経済政策や国際間の制度

　　のあり方が大いに影響するのは言うまでもな

　　い。また、途上国の消費拡大は、資本財・中間

　　財輸入と消費財輸出という貿易主導の成長によ

　　りもたらされた。これは、最終消費財の需要が

　　安定して確保出来ることが条件となる。この条

　　件は、途上国自体の消費需要の拡大も重要であ

　　るが、輸出市場としての先進国、なかでもアメ

　　リカの成長が鍵となる。つまり、消費の同質化

　　の前提が最終消費市場構造の国際構造に支えら

　　れている。

　　　実物経済レベルの経済のグローバル化の特徴

　　である貿易の垂直化の背後には、WTOの

　　GATS、　TRIPSそしてTRIMにみられように、

　　サービス貿易や投資の自由化、そして知的所有

　　権の確保といった国際的レベルでの制度に支え
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られて、貿易の垂直化構造が促進されているこ

とはすでに確認した。これらの国際的制度の視

点に加えて、貿易の垂直化構造を支えている多

様な階層の制度の集合としての「制度単位」の

意味を考える必要がある。

　たとえば一つの制度の例として、貨幣的生産

経済の制度属性として通貨当局の利子率の決定

がある。これは、次のような因果関係で、産出

と雇用水準決定が説明されているケインズの論

理を確認すれば分る。つまり、完全雇用水準に

見合う産出量という特殊な数量体系が常に経済

の実現されることは非現実的で、それぞれの国

の通貨当局の特異な政策に対応して産出量と雇

用水準が決定されるという調整メカニズムを指

摘している32）。したがって、開放経済では、国

際市場における財市場と貨幣市場の二つの裁定

取引のうち国際財市場の裁定取引に完全対応し

た交易条件の決定が特殊で、一般には国際資産

市場における裁定取引を含んだ二つの裁定取引

により規定されて交易条件として為替レートが

決定される。あるいは、政策的に誘導された固

定レートで交易条件が決定される場合があるこ

とを意味する。つまり、貿易の垂直構造のなか

で産出・雇用を規定するのは、金融制度、労働

市場の制度、国民的技術体系を規定する制度な

ど集合体としての「制度単位」の問の調整のな

かでの貿易の垂直化が進んでいることを確認す

る必要がある。

　また、理論的アプローチとして注目すべきも

のがある。まず、貿易の大半が最終消費財では

なく、資本財・中間財（部品を含めて）などの

投入要素の貿易が大半である事実を確認した。

このことは、生産要素が与えられた賦存量とし『

て貿易理論が組み立てられることに問題を投げ

かけている。部品も広義の資本財と考えるなら

ば、資本財は貿易される商品財であり、この事

実を加味した理論考察が必要とされる。つぎ

に、産業内貿易とは、国際貿易論の中で二つの

重要な意味を持つ。第一に実証分析としての産

業内貿易は、レオンチェフパラドックスととも

にH－0貿易理論の修正と拡張に影響した重要な

分析である。第二に、理論的枠組みの転換のな

かで産業内貿易が説明される。つまり、規模に

関して収穫一定であり完全競争という理論的枠

組に対して、産業内貿易は規模に関して収穫逓

増と不完全競争という枠組みも強調する根拠で

ある33）。本論では、すでに石田（2003）で分析し

たように、産業内貿易のなかでも垂直貿易、と

りわけ部品の垂直貿易の拡大を念頭においてい

る。垂直貿易と水平貿易の相違を貿易される商

品特性からみると次のように考えられる。水平

貿易は差別化されたほぼ同質の特性を持った商

品間の貿易であり、垂直貿易は生産工程の国際

分業の中で発生する貿易である。産業内垂直貿

易の品目すべてが最終消費財ではく、資本財、

部品、素材など中間投入生産要素であることか

ら、どちらかと言えば、垂直貿易はコストに規

定される貿易の側面が強調されるべきであると

考える。

　このような貿易の垂直化に付随した構造変化

の現れと理論的課題は今後検討することにした

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）たとえば、1（rugman　and　Helpman（1989）では次
32）「利子率を決定するのは資本の限界効率ではない。　　　　のような表現が与えられている。つまり、「世界経

　資本の限界効率を決定するのが利子率である」　　　　　済において収穫逓増と不完全競争が果たす役割が強
　（Keynes：1937）。また、　Pasinetti（1993）も「制度機　　　　　調される主要な実証的理由の一つは、産業内貿易が

　構」として同様な主張をしている。　　　　　　　　　　　広範囲に行われていることである」（p133）と。
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